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地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

平成２２年行政監査（債権管理について）、平成２２年工事監査、平成２２

年財政援助団体等監査、平成２２年各会計定例監査、平成２１年度決算審査

（各会計歳入歳出及び公営企業各会計）、平成２１年行政監査（都立学校の

経営について、東京港臨海地域における公の施設の管理運営について）、平

成２１年財政援助団体等監査、平成２１年各会計定例監査、平成２０年財政

援助団体等監査、平成２０年各会計定例監査及び平成１９年行政監査（指定

管理者制度による公の施設の管理について）の結果に基づき講じた措置につ

いて、東京都知事等関係機関から通知があったので公表する。 

 

    平成２３年６月１７日 

 

 

      東京都監査委員    大  塚  たかあき 

同         遠  藤     衛 

同          三  栖  賢  治 

同         筆  谷     勇 

同         金  子  庸  子 
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第１ 報 告 の 概 要 
 
各監査・審査の結果に基づき知事等が講じた措置について、表１のとおり、執行機関から通知

があった。今回、通知を受けた件数は１１３件（指摘：１０９件、意見・要望：４件）であり、

残る１０３件の監査結果については、執行部所において改善の取組途上、又は改善策を検討中と

なっている。 
 
（表１）講じた措置の件数 

  区     分 監査実施期間 結果内訳
措置対象

A
措置済 

B 
今回通知 

C 
改善中
A-(B+C)

指 摘 ２２ － １ ２１
意見・要望 ２ － １ １

平成２２年 行政監査 
（債権管理について） 

平成22.8.23 
 ～平成23.1.13

計 ２４ － ２ ２２
指 摘 ３５ － ３５ ０

意見・要望 １ － １ ０平成２２年 工事監査 平成22.1.21 
  ～平成23.1.13

計 ３６ － ３６ ０
指 摘 ３５ － ２７ ８

意見・要望 １ － ０ １平成２２年 
 財政援助団体等監査 

平成22.8.27 
  ～平成23.1.13

計 ３６ － ２７ ９
指 摘 ７４ ３３ ８ ３３

意見・要望 ４ ０ ０ ４
平成２２年 
各会計定例監査 

（平成２１年度執行分） 
平成22.1.14 

～平成22.9.2
計 ７８ ３３ ８ ３７

指 摘 １１ ７ ４ ０
意見・要望 － － －  －

平成２１年度 
 決算審査 
（各会計歳入歳出） 

平成22.7.14 
～平成22.9.2

計 １１ ７ ４ ０
指 摘 ４ ３ １ ０

意見・要望 － － － －
平成２１年度 
 決算審査 
（公営企業各会計） 

平成22.6.1 
～平成22.9.2

計 ４ ３ １ ０
指 摘 ６５ ４１ ２１ ３

意見・要望 － － － －
平成２１年 行政監査 
（都立学校の経営について） 

平成21.9.15 
  ～平成22.2.3 

計 ６５ ４１ ２１ ３
指 摘 ２０ １７ ２ １

意見・要望 １４ １２ １  １
平成２１年 行政監査 
（東京港臨海地域における公の
施設の管理運営について） 

平成21.9.14 
  ～平成22.2.3 

計 ３４ ２９ ３ ２
指 摘 ３３ ３２ ０ １

意見・要望 ２ ２ － －平成２１年 工事監査 平成21.1.19 
  ～平成22.1.13

計 ３５ ３４ ０ １
指 摘 ３８ ３５ ２ １

意見・要望 ３ １ ０ ２平成２１年 
 財政援助団体等監査 

平成21.9.4 
  ～平成22.1.20

計 ４１ ３６ ２ ３
指 摘 １２３ １０６ ４ １３

意見・要望 １０ ５ ０ ５
平成２１年 
各会計定例監査 

（平成２０年度執行分） 
平成21.1.16 

～平成21.8.28
計 １３３ １１１ ４ １８

指 摘 １５ １３ ０ ２
意見・要望 １ １ － －

平成２０年度 
 決算審査 
（各会計歳入歳出） 

平成21.7.16 
～平成21.8.28

計 １６ １４ ０ ２
指 摘 ３ ２ ０ １

意見・要望 － － － －
平成２０年度 
 決算審査 
（公営企業各会計） 

平成21.6.1 
～平成21.8.28

計 ３ ２ ０ １
指 摘 ６５ ６３ ２ ０

意見・要望 ９ ７ ０ ２
平成２０年 
財政援助団体等監査 

平成20.9.17 
～平成21.1.21

計 ７４ ７０ ２ ２
指 摘 １０３ １０１ ２ ０

意見・要望 ６ ５ ０ １
平成２０年 
各会計定例監査 

（平成１９年度執行分） 
平成20.1.17 

～平成20.9.5
計 １０９ １０６ ２ １

指 摘 ３６ ３６ － －
意見・要望 ３ １ １ １

平成１９年 行政監査 
（指定管理者制度による公
の施設の管理について） 

平成19.9.26 
～平成20.1.31

計 ３９ ３７ １ １
指 摘 １１ １０ ０ １

意見・要望 － － － －
平成１６年度 
 決算審査 
（公営企業各会計） 

平成17.6.3 
～平成17.9.7

計 １１ １０ ０ １
指 摘 ６９３ ４９９ １０９ ８５

意見・要望 ５６ ３４ ４ １８合          計 
計 ７４９ ５３３ １１３ １０３

（注）件数については、一つの指摘が複数の局（団体）にある場合、局（団体）ごとに件数を数えている。 
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第２ 報 告 の 内 容 

 

〔平成２２年行政監査（債権管理について）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
建設局 滞納処分の

執行停止の判

断基準の見直

しについて 

局は、各建設事務所へ道路占用料に係る滞納処

分の執行停止の判断基準を定めて通知している。

判断基準では、 

① 無財産であっても所在不明でない場合は執

行停止に該当しない 

② 滞納者の年齢や収入状況、収入の回復可能

性について勘案することとなっていない 

など、現状の滞納状況に即していないことから、

徴収の見込みがない案件について滞納処分の執

行停止ができない事例が見受けられた。 

局は、試行的取組での検証を経た後にマニュア

ルの充実を図るとしているが、速やかに実務に反

映させ、各所で共有すべき事例であることから、

各所がより効率的な債権回収を行えるよう、滞納

処分の執行停止の判断基準について早急な見直

しが望まれる。 

 

執行停止の判断基準につい

ては、強制徴収の試行的取組の

検証後に見直しを図ることと

していたが、東京都債権管理マ

ニュアルの執行停止の判断基

準と同様の基準（①滞納処分を

執行することができる財産が

ないとき、②滞納処分を執行す

ることによってその生活を著

しく窮迫させるおそれがある

とき、③滞納者の所在及び滞納

処分をすることができる財産

がともに不明であるとき）に改

め、各建設事務所あてに通知し

た。（平成２３年１月２０日付

２２建道管監第３２８号） 

 

建設局 債権管理マ

ニュアルの内

容を是正すべ

きもの 

局は、「河川流水占用料等徴収事務の手引」を

作成して、各建設事務所の債権管理マニュアルと

している。 

ア 「東京都債権管理マニュアル」では、分割納

入を認めた場合は、債務承認を兼ねた分納誓約

書を徴し、この分納誓約書において、分割納入

が２回以上不履行になった場合は、差押えを受

けても異議はないことを滞納者に承認させる

こととされているが、第五建設事務所が徴した

分割納入の申請書には、これら２点に関する記

載がない。 

これは、マニュアルに、分割納入に係る申請

書の必要事項が記載されていないことや、申請

書の例示がないことなどによるものである。 

イ 督促によって時効が中断する期間は、督促状

を発した日から１０日を経過した日までであ

り、督促により時効が中断した後の時効の起算

点は、督促状を発してから１１日を経過した日

であるにもかかわらず、マニュアルの記載はこ

れと異なっている。この結果、各所において、

時効到来期限を誤って認識していた事例が見

受けられた。 

局は、マニュアルの内容を是正し、各所におけ

る債権管理が適切に行われるよう指導されたい。

 

指摘のア、イについて、平成

２２年１０月２９日付２２建

河管第９１５号「河川流水占用

料等徴収事務の手引の訂正に

ついて」により、各建設事務所

等に手引の訂正を通知した。 

また、収入未済のある２事務

所に対して、未納者折衝記録簿

に時効到来期限が正しく記載

されていることの確認を行っ

た。 
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〔平成２２年工事監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
福祉保健局 解体工事の

設計を適切に

行うべきもの

（旧）東京都小平児童相談所（Ｈ２１）解

体工事ほか１件は、移転等により不要となっ

た施設を解体するものであるが、設計では、

建物の全周に足場を組み、防音シートにより

騒音及び防塵対策を行うこととしている。 

しかしながら、敷地条件、建物規模を考慮

すると、前面を解体作業スペースとする地上

からの解体を想定した仮設計画により、足場

等を建物の全周に設置しない設計を行うこ

とが適切である。 

仮に、地上からの解体を想定した仮設計画

に基づく設計がなされていれば、２件合わせ

て積算額約２５２万円を縮減することがで

きる。 

 

契約管財課建築定例会（平成２２

年１１月２日開催）及び契約管財課

工事係会（平成２２年１２月１５

日、平成２３年１月１７日開催）に

おいて、指摘事項を踏まえ、仮設計

画策定については、敷地状況を十分

調査の上、設定し、適正に積算する

よう周知した。 

また、当該工事係会では、東京都

財務局の「工事積算標準」を使用し、

仮設工事及び単価設定を中心に係

内勉強会も同時開催したうえで、設

計、積算業務に当たり、工種別チェ

ックリストを活用し、ダブルチェッ

ク等によるチェック体制の強化を

図ることとした。 

 

財務局 進入防止柵

の単価設定を

適切に行うべ

きもの 

局では、土木工事の材料費の単価設定につ

いては建設局積算基準を一部適用し、建設局

単価表に定めのない材料を使用する場合は、

物価資料・他局単価等に記載がある場合はこ

れを採用し、ない場合は見積り・公表（カタ

ログ）価格等を採用するとしている。 

都立松沢病院（２１）外構整備工事ほか１

件における進入防止柵の単価設定について、

建設局単価表に適用できる単価がなく、物価

資料に掲載されているものとも設計仕様が

異なることから、材料メーカーの公表（カタ

ログ）価格に査定率を乗じて単価設定を行っ

ている。 

しかしながら、設計で定めている高さや太

さが同等で、強度等の性能を満足していると

判断できる製品が物価資料に掲載されてお

り、実際の施工においてもこの製品の性能等

が設計に定める仕様と同等と判断して承諾

している。 

施工時に承諾できる製品が物価資料に掲

載されている場合は、設計時にこの製品の価

格を用いて単価を設定することが適切であ

る。 

仮に、この価格を用いて積算すると、２件

合わせて約６８２万円を縮減することがで

きる。 

 

 本件指摘について、平成２２年１

０月７日に局内関係部署に対して

周知するとともに、改善策を検討す

るよう指示した。 

 これを受けて、平成２２年１２月

１０日及び１２月１６日に建築保

全部内において、監査指摘事項再発

防止検討会を開き、指摘事項の原因

分析及び再発防止策の検討を行っ

た。 

 その結果、再発防止策として「製

品単価チェックリスト」を作成の

上、起工書に添付することで、複数

の設計者、監督員が実施設計の段階

から、局単価及び物価資料等に同等

品がないか確認したうえで、公表

（カタログ）、見積り価格の採用を

決定することとした。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
生活文化局 自動制御設

備におけるデ

ジタル式コン

トローラの積

算を適正に行

うべきもの 

駒沢オリンピック公園総合運動場（２１）

中央監視設備改修工事における、空調の自動

制御設備におけるデジタル式コントローラ

（一式）について、見積りを査定して単価を

設定している。 

しかしながら、単価の設定に当たって、見

積書の機器単価を見誤り、他の機器との合計

金額を計上したため、積算額約３５２万円が

過大なものとなっている。 

 

平成２２年８月２日に総務部総

務課施設係内にて打合せ会を行い、

指摘事項について内容の周知及び

注意喚起を行った。 

今後の対策として、見積額の積算

誤りを防ぐため、見積資料整理にお

ける金額の小計、合計欄の判別を容

易とするように、見積資料にマーキ

ング等で色分けを施すことや、担当

以外の者が当該部分の確認を行う

ことで再発防止を図るものとした。

 

生活文化局 美術館内改

修工事におけ

る高所作業車

の単価設定を

適正に行うべ

きもの 

東京都現代美術館（２１）セキュリティー

設備改修工事における、高所のセンサー取付

け等に使用する高所作業車の単価設定につ

いて、局が使用する単価表に掲載されている

高所作業車の単価を計上している。 

しかしながら、この単価は、屋外の作業で

使用するもので、美術館内の作業に使用でき

るものではない。また、１か月以上にわたる

使用の場合は、長期割引を行わなければなら

ないが、これを行っていない。 

このため、美術館内でも使用可能な高所作

業車の単価を定期刊行物から採用し、長期割

引を適用した場合に比べ、積算額約９８万円

が過大なものとなっている。 

 

平成２２年８月２日に総務部総

務課施設係内にて打合せ会を行い、

指摘事項について内容の周知及び

注意喚起を行った。 

今後の対策として、積算単価の設

定誤りを防ぐため、工事積算標準単

価表（財務局）記載の単価を用いる

際には、当該単価の仕様が本工事と

十分整合が図られているか精査を

行うと共に、財務局建築保全部へ再

確認を行うものとした。 

 

都市整備局 ウレタン塗

膜防水の単価

設定を適正に

行うべきもの

平成２１年度東京都再開発事務所庁舎外

壁他改修工事における、屋上防水改修工事の

ウレタン塗膜防水の単価について見ると、施

工困難だとして見積りを採用し、標準単価よ

り割高な価格を計上している。 

しかしながら、図面や特記仕様書の記述及

び見積書の積算条件にも、施工困難による施

工条件の具体的な表示がない状況であり、現

場でも特段の施工困難性が確認できない。 

このため、標準的なウレタン塗膜防水とし

て局標準単価を採用した場合と比べて、積算

額約３１１万円が過大なものとなっている。

 

 局は、平成２３年１月２７日付

「平成２２年工事監査の結果及び

対応について」により、指摘内容の

周知及び今後の設計、積算等におけ

る留意点を周知した。 

また、平成２３年２月３日に「平

成２２年工事監査報告会」を開催

し、指摘内容を周知するとともに、

その内容を踏まえ、見積りにより単

価を設定する場合は、工事積算標準

等を十分確認し適正に設定するよ

う職員に周知徹底した。 

 所では再発防止のため、平成２３

年２月８日に所長が工事監査に係

る関係者会議を開催し、局監査報告

会の内容を工事関係職員に周知す

るとともに、見積りによる単価設定

について適正な事務処理をするよ

う注意喚起を行った。今後管理課に

おける工事は、工事課に積算及び設

計を依頼し、監督に関しても工事課

と連携して対応を行うこととする。
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
環境局 展示資料制

作の単価設定

を適正に行う

べきもの 

環境学習施設整備工事は、埋立処分場で

実施している施設見学会の充実を図り、環

境問題について学習するための展示施設を

整備するものである。 

このうち、施設に展示する「一週間に出

すごみ」の展示物制作の単価について見る

と、見積りを参考に設定しているが、誤っ

て設定すべき金額の７倍の単価を計上して

いる。 

このため、積算額約６９８万円が過大な

ものとなっている。 

 

１ 局における対応 

① 平成２２年６月２４日、工事監

査担当課長会にて監査結果の報告

と再発防止策を検討し、平成２２

年６月２９日、拡大庶務担当課長

会にて監査結果を報告 

② 平成２２年７月１３日、庶務担

当課長会にて工事関連業務の相談

窓口の設置を決定 

③ 平成２３年１月１４日、工事監

査担当課長会にて監査結果と再発

防止策実施状況を報告し、平成２

３年１月１８日庶務担当課長会に

て監査結果の報告と再発防止を周

知・徹底 

２ 廃棄物対策部における対応 

平成２２年６月２３日付けで、工

事積算確認票を用いて専門職がチェ

ックするなど、再発防止策としてチ

ェック体制の強化を決定し、課内に

周知した。 

 

環境局 緊急施工工

事における設

計・積算を適

切に行うべき

もの 

蛇滝線歩道災害応急工事（緊急施工）は、

平成２０年８月の集中豪雨で被害に遭った

歩道の路肩、階段の復旧や斜面に土留め柵、

土のうの設置等を行うものである。 

このうち、起工書の設計内訳について見

ると、見積りを参考に内訳数量と単価を一

式計上している。 

しかしながら、設計内訳数量は、契約内

容を明確にするため具体的な現場調査のも

とに計上し、単価については、局及び国の

積算基準等を用いて計上すべきところ、こ

れらを行わず計上したことは適切でない。

 

１ 局における対応 

① 平成２２年６月２４日、工事監

査担当課長会にて監査結果の報告

と再発防止策を検討し、平成２２

年６月２９日、拡大庶務担当課長

会にて監査結果を報告 

② 平成２２年７月１３日、庶務担

当課長会にて工事関連業務の相談

窓口の設置を決定 

③ 平成２３年１月１４日、工事監

査担当課長会にて監査結果と再発

防止策実施状況を報告し、平成２

３年１月１８日庶務担当課長会に

て監査結果の報告と再発防止を周

知・徹底 

２ 多摩環境事務所における対応 

① 平成２２年５月１１日、本庁主

管課との調整会議にて監査結果を

情報共有するとともに、今後の技

術情報の連絡体制を確認 

② 平成２２年６月３０日、自然環

境課自然公園係の係内会議にて積

算基準に基づく適切な積算とチェ

ック体制の強化について周知 

③ 通常の照査に加えて技術に精通

した職員による設計内容の再チェ

ックを実施 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
病院経営本

部 

建物管理業

務委託におけ

る点検の単価

設定を適正に

行うべきもの

東京都立大塚病院建物管理業務委託にお

けるファンコイルユニットの点検単価につ

いて見ると、前年度の単価をそのまま使用し

ている。 

しかしながら、ファンコイルユニットの点

検単価は、本部の規定する単価表に当該年度

の単価が掲載されているため、前年度の設計

単価をそのまま用いて積算することは適正

でない。 

このため、積算額約２５２万円が過大なも

のとなっている。 

 

平成２３年１月２８日付で患者

サービス課長より、各都立病院庶務

担当課長及び本部内関係課長あて、

「適正な施工管理等の徹底につい

て」で施工管理等を適切に行うよう

周知した。 

大塚病院では、平成２３年度から

の建物管理業務委託契約において、

ファンコイルユニットにつき、本部

の規定する単価表に基づき適正な

単価設定を行い、是正した。 

なお、契約締結手続きの際、本部

協議に先立って、病院は必ず事前に

積算資料を提出し、施設整備係の確

認を受けることとする。 

 

建設局 Ｈ鋼杭打工

の単価設定を

適正に行うべ

きもの 

町田小山陸橋（仮称）橋りょう下部工事（２

１南東－多摩３・１・６小山）における土留

杭を打込むためのＨ鋼杭打工の積算につい

て見ると、１０本当たりの歩掛りを１本当た

りの歩掛りと誤って算定し、設定すべき金額

の１０倍の単価を計上している。 

このため、積算額約３２６万円が過大なも

のとなっている。 

 

局は、平成２３年１月の技術担当

課長会で、監査結果について報告す

るとともに、再発防止を徹底するよ

う注意喚起を行った。 

南多摩東部建設事務所は、工事監

査指摘事項に関して、課内係長会議

を開催し、再発防止策等についての

検討を行った。 

この検討結果を取りまとめ、平成

２２年１１月９日、「工事課所管工

事発注時の積算照査方針」を決定

し、以後の工事発注に際しては、従

来から行っている係内での設計照

査に加え、課内の係長による第三者

的な視線での照査・確認を行い、再

発防止に努めている。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
建設局 ビニル床タ

イルの単価設

定を適切に行

うべきもの 

水門管理システムセンター（仮称）新築工

事（その２）において、内装工事のＯＡフロ

ア仕上材料として、帯電防止機能を有するビ

ニル床タイル（以下「帯電防止床タイル」と

いう。）と帯電防止機能を有しないビニル床

タイル（以下「一般床タイル」という。）の

２種類のビニル床タイルを採用している。 

帯電防止床タイルの単価は物価資料に掲

載されていることから、その単価を採用し、

一般床タイルの単価は物価資料に掲載され

ていないことから、カタログ価格を査定して

設定している。 

しかしながら、設計で用いた材料のカタロ

グ価格においては、一般床タイルが帯電防止

床タイルより安価であるが、積算では一般床

タイルが帯電防止床タイルより割高な単価

設定となっており、不合理なものとなってい

る。 

このような場合は、帯電防止床タイルの物

価資料に掲載されている単価とカタログ価

格との関係を参考に用いて、一般床タイルの

カタログ価格を査定し、単価設定することが

適切である。 

仮に、このように単価設定すると、積算額

約１３２万円を縮減することができる。 

 

局は、平成２３年１月の技術担当

課長会、河川担当課長会において、

監査結果を報告し再発防止に向け

適切な単価設定を行うよう周知徹

底した。 

江東治水事務所は、平成２３年１

月に工事監査報告会を開催して、指

摘内容の報告を行うとともに今後

の対策等について議論した。そして

今後の対策として、新たに作成した

単価設定フローを活用し、単価設定

の確認を行うとともに、チェックシ

ートによる積算チェックや複数照

査によりチェック体制を強化する

ことなどによって、再発防止の徹底

を図ることとした。 

 

港湾局 鋼矢板引抜

工の積算を適

正に行うべき

もの 

平成２１年度有明一丁目雨水管布設工事

における土留めの鋼矢板引抜工の積算につ

いて見ると、局積算基準にある油圧式杭圧入

引抜機の引抜作業の基準を適用すべきとこ

ろ、誤って作業能率が低く、割高な圧入作業

の基準を適用している。 

このため、積算額約３５９万円が過大なも

のとなっている。 

 

局は、平成２２年３月２９日の担

当部署係長会議にて、再発防止を徹

底するため、設計書作成に当たって

は、係内でダブルチェックを更に強

化し、基準の適用に誤りがないか確

認することを周知徹底した。 

また、平成２２年６月３０日に技

術管理課より工事監査の指摘内容

を関係部署に周知徹底した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
港湾局 仮囲い材料

の単価設定を

適切に行うべ

きもの 

平成２０年度青海地区共同溝準備工事に

おいて使用する囲い材料３タイプの単価設

定について見ると、局単価表に適用できる単

価がないため、材料メーカーの公表価格（カ

タログ価格）等を査定し、単価設定を行って

いる。 

しかしながら、局積算基準によると、局単

価に定めのない材料を使用する場合は、 

（イ）物価資料・他局単価等に記載がある

場合はこれを採用する 

（ロ）１工事における調達価格（材料単価

×使用数量）が３００万円以上である場

合、局特別調査（臨時調査）にて調査を

行い材料単価を決定するものとする 

の順で決定するとしている。 

本工事において使用する仮囲い材料３タ

イプの調達価格は、いずれも３００万円を超

えており、特別調査等を行わず単価設定を行

っていることは適切でない。 

仮に、物価資料に掲載されている類似の単

価を参考に用いて積算すると、約６０９万円

を縮減することができる。 

 

局は、平成２２年３月２９日の課

内会議にて、単価設定を適切に行う

ため次のことを再度、周知徹底し

た。 

① 公表価格（カタログ価格）は、

見積りを取り、３００万円以上の

場合、特別調査を徹底する。 

② 時間に制約のある変更設計時

の「特別調査」については、基準

担当課と調整し、積算基準どおり

適正に運用出来るように取り組

む。 

③ 積算照査時に複数人でチェッ

クする。 

また、平成２２年６月３０日に技

術管理課より工事監査の指摘内容

を関係部署に周知徹底した。 

なお、本案件の指摘趣旨について

は、これまでも工務係長会等で議題

としてきたが、平成２２年７月５日

に平成２２年度工務関係係長会（第

１回）を開催し、局内全課に再度周

知徹底した。 

 

東京消防庁 ポンプ付き

散水車借入れ

費の単価設定

を適正に行う

べきもの 

２１経年防火水槽用途廃止工事における、

ポンプ付き散水車の借入れ費の単価設定に

ついて見ると、庁単価表に適用できる単価が

ないため、借入れ費に運搬費を加えた見積り

により単価設定を行っている。 

しかしながら、庁で用いている積算基準に

よると、自走による建設機械の運搬費は、率

で計上する共通仮設費に含まれていること

から、運搬費の二重計上となり適切でない。

このため、積算額約１３６万円が過大なも

のとなっている。 

 

再発防止に向け、平成２２年４月

８日付け水利課長通達により、適正

な設計積算及び施工管理の徹底に

ついて課員に周知し、積算基準で定

める工事費の基本構成及びその内

容の精通に努めるとともに、設定す

る単価の内訳構成を再確認するこ

とをチェック項目として加えた。 

また、平成２２年４月１４日の係

員会議においても通知内容を周知

徹底した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
水道局 土留工芯材

の材料費の積

算を適正に行

うべきもの 

板橋区西台一丁目地先から同区中台二丁

目地先間外１箇所配水本管（７００ｍｍ・５

００ｍｍ）新設工事における、発進立坑の土

留工（柱列式地中連続壁工法）に使用する芯

材の積算について、局の単価表には、使用す

るＨ形鋼に一致する形状の単価が掲載され

ていないため、形状が類似するＩ形鋼の単価

を用いて計上している。また、現場条件等か

ら芯材には継手を設けることとしている。 

しかしながら、局基準では局単価に定めの

ない材料を使用する場合は、物価資料、その

他の調査資料、見積り等により適正に決定す

るものとしていることから、物価資料に掲載

されているＨ形鋼の材料単価を用いていな

いことは適切でない。また、継手を設ける場

合に、必要な継手材料を計上していないこと

は適切でない。 

このため、積算額約３６３万円が過大なも

のとなっている。 

 

平成２２年６月１５日、１８日、

２１日及び２２日の建設部各課及

び各建設事務所との連絡会並びに

平成２２年８月１０日の工務・工事

係長会において、工事監査での質疑

継続内容の趣旨を十分踏まえ、今後

の設計業務及び設計変更業務を遂

行するに当たり、再発を防止するよ

う注意喚起を行った。 

また、本指摘の趣旨を十分踏ま

え、今後の設計審査を実施するに当

たり使用する「設計チェックリス

ト」に新たに材料価格の採用（順位）

に関する確認欄を設け、チェック体

制の強化を図ることとし、平成２３

年１月４日付事務連絡にて関係部

署に周知した。 

 

下水道局 打ち放し型

枠の単価設定

を適正に行う

べきもの 

浮間水再生センター主ポンプ棟（北部第二

下水道事務所北出張所）改修工事における、

外構工事の資材置場新設の打ち放し型枠の

単価について見ると、局標準単価に基づき設

定しているが、誤って設定すべき金額の１０

倍の単価を計上している。 

このため、積算額約２０１万円が過大なも

のとなっている。 

 

施設管理部では、平成２２年７月

２８日の課内監査検討会において、

指摘内容の報告及びチェック体制

の強化を図り、再発防止に努めるよ

う周知した。 

再発防止に向け、平成２２年１１

月から営繕積算システム（ＲＩＢ

Ｃ）を導入し、積算を実施すること

とした。また、設計採用単価と単価

表等とのチェック、他工事との単価

のチェックについて、新たにチェッ

クシートを整備し、課内でダブルチ

ェック体制の強化を図ることとし

た。 

さらに、局として、平成２３年１

月３１日に工事監査フォローアッ

プ研修を実施し、打ち放し型枠の単

価設定を適切に行うことと合わせ

て、監査事務局の工事監査事例集を

説明し、単価設定等幅広く再発防止

に向けて確認を図るよう、関係職員

に周知した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 Ｕ字溝ゴム

製蓋の単価設

定を適切に行

うべきもの 

庁積算基準によれば、材料費の単価設定に

ついては建設局積算基準を一部適用し、庁単

価表に定めのない材料を使用する場合は、物

価資料・他局単価等に記載がある場合はこれ

を採用し、ない場合には、見積り・公表（カ

タログ）価格等を採用するとしている。 

都立小平西高等学校（２１）区画整理事業

に伴う施設改修工事における、Ｕ字溝ゴム製

蓋の単価設定について見ると、庁単価表に適

用できる単価がないものであるが、物価資料

にも該当する価格が掲載されていないと錯

誤して、材料メーカーの公表（カタログ）価

格に査定率を乗じて単価設定を行っている。

しかしながら、物価資料にはＵ字溝ゴム製

蓋の価格が掲載されているため、この価格を

用いて単価を設定することが市場価格をよ

り反映したものとなる。 

仮に、この価格を用いて積算すると、約１

７６万円を縮減することができる。 

 

指摘趣旨については、平成２２年

３月１９日に営繕課土木担当係会

を開催し、指摘内容を説明し、 

① 「土木工事項目表」（単価表）

へのＵ字溝用ゴム製蓋の追加 

② 物価資料検索時のミス防止対

策（他職員への確認、物価資料発

行元への確認等）の徹底 

③ 第三者による設計書チェック

の徹底 

を再度周知・確認した。 

また、平成２２年４月２６日に教

育庁営繕技術連絡会（教育庁全技術

職員対象）を開催し、指摘内容及び

今後の対応について報告し、改めて

周知・徹底を図った。 

さらに、平成２２年１０月１日付

改訂の「平成２２年度土木工事項目

表」（単価表）に「ゴム製Ｕ字溝蓋」

を追加した。 

 

総務局 

（島しょ） 

鋼矢板の単

価設定を適正

に行うべきも

の 

羽伏浦海岸整備工事（破堤防止その１、新

島村地内）において、護岸下の砂が流出する

ことを防止するために打設する鋼矢板の単

価について見ると、大島支庁管内設計単価表

（新島地区）の鋼矢板単価に加えて、島への

鋼矢板運搬費を計上している。 

しかしながら、この単価表の鋼矢板単価に

は島への運搬費が含まれていることから、運

搬費の二重計上となり適切でない。 

このため、積算額約１２５万円が過大なも

のとなっている。 

 

大島支庁土木課では、平成２２年

４月２８日の係長会議及び同年７

月１２日の課内全体会議を開催し、

指摘事項を報告するとともに、指摘

内容を踏まえ、土木工事における積

算について適正に行うよう周知し

た。 

また、再発防止のため、島単価の

改定については、適時、関係職員全

員に通知するとともに、積算にかか

るチェックリストを作成し、複数に

よるチェック体制の強化を図った。
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
環境局 設備管理委

託の積算を適

正に行うべき

もの 

環境局中防合同庁舎設備管理及び保守業

務委託は、室内環境や設備機能を良好に維持

するため、中防合同庁舎の空調、給排水衛生

設備等の運転監視及び日常点検業務を行う

ものである。 

このうち、冷温水発生機や冷却塔などの運

転監視・巡視業務の積算について見ると、冷

暖房の稼働日数に１日当たりの単価を乗じ

て算出すべきところ、年始・日曜日を除く年

間で稼動するものとして機器の運転日以外

も含めて日数を算出し計上している。 

このため、積算額約７１万円が過大なもの

となっている。 

 

１ 局における対応 

① 平成２２年６月２４日、工事監

査担当課長会にて監査結果の報

告と再発防止策を検討し、平成２

２年６月２９日、拡大庶務担当課

長会にて監査結果を報告 

② 平成２２年７月１３日、庶務担

当課長会にて工事関連業務の相

談窓口の設置を決定 

③ 平成２３年１月１４日、工事監

査担当課長会にて監査結果と再

発防止策実施状況を報告し、平成

２３年１月１８日庶務担当課長

会にて監査結果の報告と再発防

止を周知・徹底 

２ 廃棄物対策部（廃棄物埋立管理

事務所）における対応 

 設備管理委託の積算については、

平成２３年度準備契約から冷温水

発生機等の運転日数を改め、積算の

チェックは積算業務に精通した技

術職員が行うようにした。 

 

福祉保健局 トイレブー

スの積算を適

正に行うべき

もの 

東京都立川福祉作業所（Ｈ２１）便所等改

修工事における、２階女子トイレブース（４

室用）の積算について見ると、トイレブース

の設置数量は１箇所であるにもかかわらず、

誤って４箇所を計上している。 

このため、積算額約１５４万円が過大なも

のとなっている。 

 

契約管財課建築定例会（平成２２

年１１月２日開催）及び契約管財課

工事係会（平成２２年１２月１５

日、平成２３年１月１７日開催）に

おいて、指摘事項を踏まえ、見積り

による積算の適用について、十分に

内容を精査し、適正に算定するよう

周知した。 

また、当該工事係会では、東京都

財務局の「工事積算標準」を使用し、

仮設工事及び単価設定を中心に係

内勉強会も同時開催したうえで、設

計、積算業務に当たり、工種別チェ

ックリストを活用し、ダブルチェッ

ク等によるチェック体制の強化を

図ることとした。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
下水道局 型枠工事に

おける型枠運

搬費の積算を

適正に行うべ

きもの 

砂町水再生センター特高受変電棟再構築

工事は、既設特高受変電設備の老朽化に伴

い、その機能拡大と耐震構造への移行を目

的として、既設棟に隣接して受変電棟を新

築するものである。 

このうち、型枠工事の型枠運搬費につい

て見ると、往復分である型枠運搬費単価を

片道分の単価と誤り、２倍の数量が計上さ

れているため、型枠運搬費として積算額約

４８８万円が過大なものとなっている。 

 

建設部では、平成２２年７月２７

日の拡大工事・設計課長会において、

指摘内容の報告及びチェック体制の

強化を図り、再発防止に努めるよう

周知した。また、土木設計課では、

平成２２年８月１８日の係長会を通

じて、型枠工事における型枠運搬費

の適切な積算方法について、課内に

周知徹底を図った。 

局では、平成２２年１０月１日の

積算基準の改訂に合わせて、建築施

設編において往復分である型枠運搬

費単価を片道分の単価と誤らないよ

うに分かり易く記述し、改善を図っ

た。また、平成２２年１０月１日の

積算基準説明会において、型枠運搬

費の積算について、設計者及び設計

審査担当者へ周知した。さらに、平

成２３年１月３１日に工事監査フォ

ローアップ研修を実施し、型枠工事

における型枠運搬費の積算を適切に

行うことと合わせて、監査事務局の

工事監査事例集を説明し、数量算出

等幅広く再発防止に向けて確認を図

るよう、関係職員に周知した。 

 

下水道局 アスベスト

除去費用の積

算を適正に行

うべきもの 

湯島ポンプ所アスベスト除去に伴う建物

補修工事における、アスベスト除去作業前

に施工場所を覆うプラスチックシート等

（以下「養生シート」という。）及び、作

業後に除去面及び隔離に使用した養生シー

トに散布する飛散防止剤（硬化剤）につい

て、 

① 養生シートは床３５１㎡、壁５２３㎡、

硬化剤散布は１，３７４㎡として計上す

べきところ、内訳書には対象外の数量を

加算するなど、養生シートは床５７３㎡、

壁７５６㎡、硬化剤散布は１，５４６㎡

を計上している。 

② 専門工事業者に直接発注しているた

め、単価に含まれる下請経費相当分の調

整をすべきところ、養生シートの単価に

ついて調整を行っていない。 

このため、積算額約１０２万円が過大な

ものとなっている。 

 

当該事務所では、平成２２年８月

２日の係会議、平成２２年８月４日

の係長会において、指摘内容の報告

及びチェック体制の強化を図り、再

発防止に努めるよう周知した。 

主管部の施設管理部では、平成２

２年９月８日の土木設計担当者・係

長会において、指摘事項の内容と適

切な積算方法について周知徹底を図

った。また、所管する全ての建築工

事において、設計書起工前に事前協

議を実施し、設計数量、単価につい

て施設管理部もチェックを行い、チ

ェック体制の強化を図り、再発防止

に努めている。 

さらに、局として、平成２３年１

月３１日に工事監査フォローアップ

研修を実施し、アスベスト除去費用

の積算を適切に行うことと合わせ、

監査事務局の工事監査事例集を説明

し、数量算出等幅広く再発防止に向

けて確認を図るよう、関係職員に周

知した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
環境局 ヘリコプタ

ー輸送費にお

ける諸経費の

積算を適切に

計上すべきも

の 

酉谷山避難小屋法面補修工事における、

資材を運搬するヘリコプター輸送費の積算

について見ると、飛行経費は、局積算基準

に適用できる歩掛がないため、自然公園等

工事積算基準（環境省）等を参考に直接工

事費に計上し、一般管理費等の対象額とし

ている。 

しかしながら、自然公園等工事積算基準

によると、飛行経費は、共通仮設費に計上

し、一般管理費等の諸経費算出の対象額に

含めないこととしている。 

このため、積算額約１１３万円が過大な

ものとなっている。 

 

１ 局における対応 

① 平成２２年６月２４日、工事監

査担当課長会にて監査結果の報告

と再発防止策を検討し、平成２２

年６月２９日、拡大庶務担当課長

会にて監査結果を報告 

② 平成２２年７月１３日、庶務担

当課長会にて工事関連業務の相談

窓口の設置を決定 

③ 平成２３年１月１４日、工事監

査担当課長会にて監査結果と再発

防止策実施状況を報告し、平成２

３年１月１８日庶務担当課長会に

て監査結果の報告と再発防止を周

知・徹底 

２ 多摩環境事務所における対応 

① 平成２２年５月１１日、本庁主

管課との調整会議にて監査結果を

情報共有するとともに、今後の技

術情報の連絡体制を確認 

② 平成２２年６月３０日、自然環

境課自然公園係の係内会議にて諸

経費の適切な計上とチェック体制

の強化について周知 

③ 通常の照査に加えて技術に精通

した職員による設計内容の再チェ

ックを実施 

 

建設局 電気工事負

担金の積算を

適正に行うべ

きもの 

神代植物公園自家用受変電設備改修工事

における、電気工事負担金による電力供給

会社が施工する本設の引込用キャビネット

及びケーブルの工事について見ると、その

費用を、役務費として共通仮設費に計上し

ている。そのため現場管理費、一般管理費

等の対象額としている。 

しかしながら、電力供給会社が施工する

本設のための電気工事負担金は、諸経費の

対象額に含めないことから、現場管理費、

一般管理費等の対象額としていることは適

正でない。 

このため、積算額約１０３万円が過大な

ものとなっている。 

 

局は、平成２２年１１月、東部及

び西部公園緑地事務所の設備担当職

員を招集して、公園緑地部主催の「平

成２２年度第６回公園設備職情報連

絡会」を開催し、指摘内容を踏まえ、

電気供給会社が施工する本設工事の

ための電気工事負担金は、諸経費の

対象に含めないよう周知徹底した。

あわせて、電気工事負担金について、

工事の積算に含めていないことを確

認するためのチェック項目も新たに

追加した。 

また、平成２３年１月の技術担当

課長会で、監査結果及び西部公園緑

地事務所の再発防止策について報告

するとともに、局全体として再発防

止を徹底するよう注意喚起を行っ

た。 

西部公園緑地事務所は、再発防止

のため、平成２２年１１月に工事課

課内会議を開催し、上記内容につい

て周知徹底した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
港湾局 ふ頭コンテ

ナクレーン電

動機改修工事

の積算を適正

に行うべきも

の 

平成２０年度品川ふ頭コンテナクレーン

（４号機）走行用電動機改修工事は、品川

ふ頭に設置されたコンテナクレーン４号機

の絶縁劣化した、走行用電動機８台中２台

の取替及び撤去した電動機２台の分解組立

整備を行うものである。 

このうち、諸経費等の積算について見る

と、局積算基準によれば、このような改修

工事では設計技術費が対象とならないにも

かかわらず、誤って計上されている。また、

走行用電動機については機器単体費に該当

するため、一般管理費等の低減を行うべき

ところ、これを行っていない。 

このため、積算額約１１４万円が過大な

ものとなっている。 

 

局は、平成２２年５月２８日の担

当部署係長会において、積算基準を

適用する場合、再発防止策として特

に次のことに留意するよう確認し、

関係職員へ周知徹底した。 

① 設計技術費を計上する場合の工

事内容や一般管理費を低減する場

合の対象施設について再度確認す

る。 

② 特に諸経費積算に当たっては、

係内でダブルチェックを更に強化

し基準の適用に誤りがないか確認

する。 

また、平成２２年６月３０日に技

術管理課より工事監査の指摘内容を

関係部署に周知徹底した。 

 

交通局 防災改良工

事における共

通費の積算基

準の検討につ

いて 

三田線板橋本町駅防災改良（機械設備）

その他工事（その１）は、板橋本町駅の既

設換気設備を撤去し、換気・排煙設備を新

設するなどの工事を行い、防災機能向上を

図るものである。 

このうち、共通費の共通仮設費、現場管

理費について見ると、車両電気部積算基

準・積算標準に基づき、工事内容により「新

築工事」または「改修工事」の別を判断し

積算することとしているが、「新築工事」、

「改修工事」の明確な規定はなされていな

い。本工事においては、工事内容が既設換

気設備の全撤去、排煙設備の新規付加であ

ることから「新築工事」として積算してい

る。 

しかしながら、公共建築工事標準単価積

算基準（国土交通省）によれば、「新築工

事」の積算は建築物等の新築及び増築に係

る機械設備工事に適用するとしていること

から、既存駅における本工事は、新築では

なく「改修工事」として見ることもできる。

仮に、部基準を国土交通省基準と同様に規

定した場合、同基準に基づき共通費を「改

修工事」として試算すると、積算額約８０

４万円が縮減できることから、このことを

踏まえつつ、基準を定めることが適切であ

る。 

防災改良工事における共通費の積算基準

の検討が望まれる。 

 

担当部署では、平成２２年４月２

８日に電力区長会（定例会議）を開

催し、意見・要望の趣旨と今後の対

応について関係職員に周知した。 

局では、意見・要望を踏まえ、平

成２２年５月１０日付けで、国の基

準を踏まえ、新築工事及び改修工事

の考え方を整理し、車両電気部積算

基準・積算標準に反映させた。 

さらに局では、再発防止のため、

平成２２年５月２４日に電力区長会

（定例会議）を開催し、車両電気部

積算基準・積算標準の見直しの実施

と積算における照査の実施について

関係職員に周知徹底を図った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
水道局 専門工事と

して発注した

工事の諸経費

算定を適正に

行うべきもの

八王子資材置場整備工事は、鉄骨プレハ

ブ倉庫の新設及び施設内外構等の工事を行

うものである。 

ところで、局積算基準では、専門工事業

者に別の工種を含めて直接発注する場合の

諸経費は、別の工種の割合にかかわらず、

一般的な工事における諸経費率ではなく、

低減された諸経費率を用いて計上すること

になっている。 

しかしながら、 本工事においては鉄骨

プレハブ工事として専門工事業者に直接発

注しているにもかかわらず、鉄骨プレハブ

以外の外構工事等が全体の約５割を占める

ため、現場管理費等諸経費がかさむものと

して、外構工事の一部については一般的な

建築工事における諸経費率を用いて計上し

ている。 

このため、諸経費算定について見ると、

鉄骨プレハブ専門工事の基準による算定よ

り積算額約１０２万円が過大なものとなっ

ている。 

 

平成２２年７月１４日、経理部営

繕課内での技術研修会において、本

指摘の内容を説明し、諸経費算出に

際しては基準の遵守を徹底すること

を周知した。 

また、本指摘の趣旨を踏まえ、再

発防止策として本年１０月起工分

（起工変更を含む。）から建築工事

の諸経費算出に際し、チェック手順

を明確にした上で計算シートに新た

に審査欄を設け、チェック体制の強

化を図ることとし、平成２２年１０

月１３日、技術研修会において周知

徹底した。 

さらに、平成２２年１０月１５日

付事務連絡により、建築工事を所管

する局内関係部署に対し、本指摘の

概要及び当課における再発防止策を

伝えるとともに、本指摘の趣旨に留

意するよう注意喚起を行った。 

 

都市整備局 設計委託の

履行管理を適

正に行うべき

もの 

設計委託標準仕様書では、設計業務の着

手時及び設計業務の区切りにおいて、主任

技術者と監督員は打合せを行うものとし、

その結果を記録し、相互に確認しなければ

ならないとされている。また、受託者は、

設計業務等の実施について協力会社に対し

適切な指導、管理を行って設計業務を遂行

しなければならないとされている。 

しかしながら、２１Ｂ－５東大和向原公

園整備実施設計（その２）ほか１件の委託

において都の監督員との打合せ記録簿につ

いて見ると、設計業務の着手時及び設計業

務の区切りを含めて、受託会社の主任技術

者の出席が全く確認できない。また、受託

会社の図面作成を担当する協力会社の社員

とのみ打合せを行ったこともあると確認さ

れた。 

 

平成２２年８月６日に「課内会議」

を開催し、「設計委託の適正な履行

管理」について、迅速に周知徹底を

図った。 

局は、平成２３年１月２７日付「平

成２２年工事監査の結果及び対応に

ついて」により、監査指摘内容の周

知並びに今後の設計、積算及び施工

における留意点の周知を図るととも

に、平成２３年２月３日に「平成２

２年工事監査報告会」を開催し、当

該案件のほか全指摘事項の周知及び

徹底を図った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
都市整備局 排煙設備改

修工事におけ

る設計変更を

適切に行うべ

きもの 

白鬚東第三駐車場排煙設備等改修工

事における排煙口の施工状況について

見ると、請負者からの見積りにおいて価

格差がないことから、当初予定のスリッ

ト付き排煙口を協議により反転式排煙

口に変更して施工している。 

しかしながら、局積算要領で定められ

た反転式排煙口の単価があることから、

見積りではなく局単価で変更時の価格

検討をすべきである。 

仮に、局単価で積算すると約７０万円

の減額が見込まれるため、設計変更を行

わずに施工していることは適切でない。

 

局は、平成２３年１月２７日付「平成

２２年工事監査の結果及び対応につい

て」により、指摘内容の周知及び今後の

設計、積算等における留意点を周知し

た。 

また、平成２３年２月３日に「平成２

３年工事監査報告会」を開催し、指摘内

容を周知するとともに、その内容を踏ま

え、工事の仕様変更協議について局単価

を十分に確認し、適切に設計変更を行う

よう職員に周知徹底した。 

所では、再発防止のため、平成２３年

２月８日に所長が工事監査に係る関係

者会議を開催し、局監査報告会の内容を

工事に係る全職員に周知するとともに、

設計変更について適正な事務処理をす

るよう注意喚起を行った。今後管理課に

おける工事については、工事課に積算及

び設計を依頼し、工事監督に関しても工

事課と連携して対応を行うこととする。

 

環境局 電気設備補

修工事におけ

る建設副産物

の処理を適正

に行うべきも

の 

平成２１年度電気設備補修工事（江東

区青海二丁目地先）における建設副産物

の処理について、特記仕様書によれば工

事に伴い発生する変圧器、電流計や配線

等の建設副産物は、有価物発生材として

扱い、自由処分とし速やかに場外へ搬出

するとし、その発生材が有価物売却され

たことを、工事場所から車両への積込時

の現認と工事業者からの発生材報告書

で確認することとしている。 

しかしながら、有価物処理する場合

は、個々の発生材が有償売却されたこと

を確認する必要があるにもかかわらず、

リサイクル業者の仕入れ伝票には、変圧

器以外の電流計や配線等について、明細

が無いため有価物として処理したこと

が確認できない。 

建設副産物は、不法投棄等の不適切な

処理を防止する面から、個々に有価物も

しくは産業廃棄物として適切に最終処

理されたことを確認するべきであるに

もかかわらず、これを怠っていることは

適正でない。 

 

１ 局における対応 

① 平成２２年６月２４日、工事監査担

当課長会にて監査結果の報告と再発

防止策を検討し、平成２２年６月２９

日、拡大庶務担当課長会にて監査結果

を報告 

② 平成２２年７月１３日、庶務担当課

長会にて工事関連業務の相談窓口の

設置を決定 

③ 平成２３年１月１４日、工事監査担

当課長会にて監査結果と再発防止策

実施状況を報告し、平成２３年１月１

８日庶務担当課長会にて監査結果の

報告と再発防止を周知・徹底 

２ 廃棄物対策部（廃棄物埋立管理事務

所）における対応 

① 建設副産物の適正な処理について

は、平成２２年３月４日、監督員等を

対象に「建設廃棄物等の適正処理に関

する講習会」を開催し、有価物若しく

は産業廃棄物の適正処理を徹底した。

② 加えて、監督員等に対して、請負者

に処理責任を徹底させるとともに、有

価物の引渡しに当たっては、有価物発

生材の内訳が分かるよう引渡し表の

作成及び積み込み、積み下ろし時の写

真撮影の指導・監督を徹底した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
環境局 工事の施工

管理について

請負者を適切

に指導、監督

すべきもの 

平成２１年度新海面Ｂブロック浸出水

集導施設建設工事は、新海面処分場Ｂブ

ロック内の浸出水を排出するため、集導

管を布設するものであるが、施工管理に

ついて見ると、請負者より提出のあった

工事記録写真においては、集導管の布設

の写真整理が不十分なうえ、工事黒板に

記載された実測寸法と測定している目盛

りが一致していないものが認められた。

このことは、工事の施工管理状況等を把

握し、出来形を確認するという目的が果

たせず適正でない。 

また、集水桝築造に必要な仮設足場で

は、２ｍ以上の高所での作業であるにも

かかわらず、労働安全衛生規則に定めら

れている手すり等の設置や安全帯の使用

等、墜落災害を防止するために必要な措

置が講じられていない施工が認められ

た。 

このような状況は、作業員の墜落事故

につながりかねない大変危険なものであ

り、工事を安全に施工するためには、関

係法令等を遵守した安全対策を確実に実

施すべきである。 

 

１ 局における対応 

① 平成２２年６月２４日、工事監査

担当課長会にて監査結果の報告と再

発防止策を検討し、平成２２年６月

２９日、拡大庶務担当課長会にて監

査結果を報告 

② 平成２２年７月１３日、庶務担当

課長会にて工事関連業務の相談窓口

の設置を決定 

③ 平成２３年１月１４日、工事監査

担当課長会にて監査結果と再発防止

策実施状況を報告し、平成２３年１

月１８日庶務担当課長会にて監査結

果の報告と再発防止を周知・徹底 

２ 廃棄物埋立管理所における対応 

① 工事の施工管理については、監督

員が工事の施工管理業務を適切に遂

行するため、安全管理に関する「チ

ェックリスト」を見直し、請負者が

自ら行う安全管理のほか、現場の不

安全状態や不安全行動を、監督員が

即時に現場で是正指導できるよう改

善した。 

② また、職員の業務遂行能力の向上

を図るため、必要に応じてＯＪＴを

実施し、業務の遂行に必要な知識・

技能を付与した（２１年度３回、２

２年度８回実施）。 

③ 加えて、工事等の安全管理の徹底

を図るため、工事安全パトロールに

ついて、重点項目を決め、毎月実施

するように強化した。 

 

病院経営本

部 

バス・トイ

レユニット設

置工事におけ

る施工管理を

適切に行うべ

きもの 

東部地域病院（Ｈ２１）給排水衛生設

備その他付帯工事における、バス・トイ

レユニット設置工事について見ると、Ａ

タイプのユニットを図面承諾し５台中２

台目の施工を行っていたところ、病院側

からユニットの使い勝手を改善してほし

いとの要望があり、協議により既に据付

け終了しているＡタイプのユニット２台

を解体・撤去し、Ｂタイプのユニットに

変更して施工している。 

しかしながら、Ａタイプのユニットの

施工について、図面承諾時に病院側の了

解を得ていたものの、現場との仕様の整

合確認が不十分であったことから、重複

した施工となっていることは、施工管理

上適切でない。 

 

平成２３年１月２８日付で患者サー

ビス課長より、各都立病院庶務担当課

長及び本部内関係課長あて、「適正な

施工管理等の徹底について」で施工管

理等を適切に行うよう周知した。 

なお、本部は、平成２３年２月１日

付で経営企画部長より、保健医療公社

事務局長あて、「工事における施工管

理の徹底について」で公社病院内にお

ける現場職員の意見調整を徹底するよ

う周知した。 

これを受けて、東部地域病院は、再

発防止のため、必要に応じて医療職等

現場職員の会議参加を求め、院内調整

及び図面確認を一層確実にしている。
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
建設局 アンカーボ

ルトの出来形

管理を適正に

行うべきもの

谷地川整備工事（その２５）における

嵩上げコンクリートの側面に固定する車

道用転落防止柵のアンカーボルトの埋込

長について見ると、設計ではアンカーボ

ルトのコンクリートへの埋込長は、構造

計算を行い安全な埋込長となる１８０ 

ｍｍで施工することとしている。 

しかしながら、現況を確認したところ、

アンカーボルトの埋込長が設計値を満足

せず、安全上必要な最小限の埋込長が確

保できていない箇所もあることから適正

でない。 

 

指摘の件については、現況確認後直

ちに是正工事を行い、平成２２年９月

３０日に完了した。 

南多摩西部建設事務所は再発防止の

ため、平成２２年９月の工事課係長会

において、指摘事項を周知するととも

に、今後こうしたことが生じないよう

設計図書に施工箇所のより詳細な図を

記載することにより、確実な施工管理

を行うこととした。 

局は、平成２３年１月の技術担当課

長会、河川担当課長会において監査結

果及び所の再発防止策を報告し、再発

防止に向け、出来形管理については工

種毎に確実なチェックを行うよう周知

徹底した。 

 

港湾局 係船柱塗装

工事の施工管

理を適正に行

うべきもの 

平成２０年度各ふ頭防舷材補修及びそ

の他工事（東京港港内）は、老朽化の著

しい防舷材の交換や係船柱の劣化した塗

装の塗替等を行うものであり、特記仕様

書によると、係船柱の塗替塗装は「素地

調整」「錆止め塗装」「下塗り」「上塗

り（２回）」となっているが、工事記録

写真及び品質管理表を確認すると、以下

の事実が認められた。 

① 塗装間隔は「素地調整」から「錆止

め塗装」を４時間以内に行うべきとこ

ろ、４日から１５日間となっており、

また、「錆止め塗装」から「上塗り塗

装（２回）」を各々１６時間以上とす

べきところ、同日に施工している。 

② 塗膜厚の確認は塗装段階ごとに行

うべきところ、最終塗装時のみとなっ

ている。 

③ 塗装段階ごとの確認は、同一場所で

記録写真を撮影すべきところ、他の場

所で撮影している。 

これらは、土木工事出来高管理基準及

び塗装材料承諾書に基づく品質及び施工

管理の規定を遵守しておらず、施工後の

短期間での錆の発生や塗装のはく離のお

それがあり適正な施工となっていない。

 

局は、平成２２年５月２８日の担当

部署係長会において再発防止策として

次のことを確認し関係職員に周知徹底

した。 

・ 平成２１年度には、監査後、係船

柱の塗装について、土木工事出来高

管理基準及び塗装材料承諾書に基づ

く品質及び施工管理の規定を遵守

し、塗装間隔の確保及び各塗装段階

ごとの塗膜厚の確認、同一場所での

記録写真の撮影を徹底した。 

・ 平成２２年度から、特記仕様書に

「係船柱の塗装については、仕様ま

たはカタログの塗装間隔を厳守する

とともに、事前に監督員の承諾を得

ること」を追記し、監督員による事

前確認を徹底した。 

また、平成２２年６月３０日に技術

管理課より工事監査の指摘内容を局内

関係部署に周知徹底した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
東京消防庁 防火水槽基

礎コンクリー

トの設計・施

工を適切に行

うべきもの 

２１耐震性貯水槽（防火水槽）新設工事

（その５）における、地上型防火水槽の基

礎となる鉄筋コンクリートについて見る

と、庁の標準仕様書では、防火水槽本体又

は基礎コンクリートには、強度２４Ｎ／ 

ｍｍ２以上、水セメント比５５％以下のコ

ンクリートを使用することとしているが、

設計では、強度１８Ｎ／ｍｍ２のコンクリ

ートを用いることとし、施工では、強度１

８Ｎ／ｍｍ２、水セメント比６７．５％の

コンクリートを用いている。 

標準仕様書と異なる仕様の材料を用い

るに当たり、強度計算により安全性の確認

は行っているものの、コンクリートの耐久

性に影響を及ぼすとされる水セメント比

については設計・施工時に検討を行ってい

ないことは適切でない。 

 

再発防止に向け、平成２２年４月８

日付け水利課長通達により、適正な設

計積算及び施工管理の徹底について

課員に周知し、コンクリート工におい

ては、強度だけではなく耐久性にも配

慮し、水密性を保つための水セメント

比を採用するなど各環境条件に応じ

て要求される性能を満たす設計を行

うこととした。  

また、適正な水セメント比で施工が

図られるよう、平成２２年５月１１日

に共通仕様書を見直し、コンクリート

工における水セメント比を明確に示

した。 

 

交通局 換気設備改

修工事におけ

る設計変更を

適正に行うべ

きもの 

新宿線東大島変電所変電設備更新に伴

う換気設備改修工事は、変電設備更新に伴

い、換気、冷房、動力制御設備等を改修す

るものである。 

このうち、工事の施工状況について見る

と、冷房設備工事（冷房機器２台）は、別

途工事で施工していることから全て取り

止めている。また、機器点検架台や防火区

画ダンパを追加設置し、換気ダクトの形状

を変えるなど施工内容を変更している。 

しかしながら、追加工事による増額分の

積算額約５０７万円があるとともに、冷房

設備工事を全て取り止めたことにより積

算額約５０６万円の減額となるなど、契約

内容に大幅な変更が生じたにもかかわら

ず、軽微な変更として処理し、設計変更を

行わずに施工していることは適正でない。

 

担当部署では、平成２２年４月２８

日に電力区長会（定例会議）を開催し、

指摘の趣旨と今後の対応について関

係職員に周知した。 

局では、指摘の原因として図面上の

不整合があるとして担当部署が関係

部署と関連工事内容の最終確認をす

るとともに、発注する工事（工事変更

を含む）の照査項目、照査担当者、確

認行為等について定めた。 

さらに局では、再発防止のため、平

成２２年１２月１６日に開催した電

力区長会（定例会議）において、工事

変更に関する手続き及び契約変更に

ついて、「工事請負契約設計変更ガイ

ドライン（平成２１年６月）」に沿っ

て確実に実施するように関係職員に

周知するとともに、事務連絡により、

適切な契約変更の実施について周知

徹底を図った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
港湾局 受変電監視

システム改修

工事における

契約締結を適

正に行うべき

もの 

平成２１年度中防ばら物ふ頭受変電監

視システム改修工事における契約締結方

法について見ると、Ａ以外では本設備の確

実・迅速な改修は不可能であるとして、Ａ

と特命随意契約により契約締結をしてい

る。 

しかしながら、本工事は信号変換器を再

使用するものの、一つの装置として独立し

た機能を持っているシステム全体の改修

であるとともに、受変電設備には、基本的

に停止するなどの影響を与えることなく

施工が可能であり、特に迅速な作業が必要

な工事とはいえない。 

また、設備機器を監視・制御およびデー

タ収集するための信号項目や種類は、既知

であり規格化されていることから、Ａ以外

の製作した機器であっても、既設受変電設

備等と組み合わせて、設備の監視制御等は

支障なく行えるものである。したがって、

請負者は、施工において全て廃棄する既設

機器に関する、詳細な設計図、製作図面等

を必要としない。 

これらのことから、本工事はＡ以外であ

っても機器製作・設置が可能であり、契約

の透明性や公平性の観点などから、特命随

意契約ではなく競争入札により契約締結

すべきである。 

 

局は、平成２２年５月２８日の担当

部署係長会において再発防止策とし

て次のことを確認し関係職員へ周知

徹底した。 

① 特命随意契約予定案件の設計に

当たっては、改修するシステムの内

容を具体的に明らかにし、係内で情

報を共有する。 

② それが既存のシステムと切離し

ても装置全体として機能するかど

うか等を十分議論した上で適切な

契約締結の方法を決める。 

今後、特命随意契約を行う場合、地

方自治法施行令の根拠条文（１６７条

の２）を遵守するため、システム全体

の改修なのか、一部分であってもシス

テムの重要な基幹部分が当初製作し

た会社の技術を必要とするかなど総

合的に検討を加え、契約担当部門との

協議を行いながら適切に対応してい

く。 

また、平成２２年６月３０日に技術

管理課より工事監査の指摘内容を関

係部署に周知徹底した。 
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〔平成２２年財政援助団体等監査〕 

 

対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
産業労働局

（東京都職

業能力開発

協会） 

競争入札を

適切に行うべ

きもの 

協会は、人づくり・ものづくりフェア東京の会場

装飾に関する業務（契約金額：５８８万円）を委託

している。 

ところで、協会の財務規程によると、１００万円

以上の委託契約については、原則として競争入札に

よるものとしているが、契約書類及び財務規程を見

たところ、次のとおり競争入札が行われておらず、

適切でない状況が認められた。 

① 支出予定金額が５２５万８，０００円であるの

に対し、契約額は５８８万円である。 

② ３者からの見積書があり、その中の最低価格の

業者と契約を締結しているものの、仕様書や積算

書が添付されておらず、契約に至る経緯も記録さ

れていない。 

③ 入札の手続きに関する規程が制定されていな

い。 

協会は、競争入札を適切に行われたい。 

局は、協会が行う契約について、適切に指導され

たい。 

 

協会において、平成２２

年１１月１日付で財務規程

の改正及び競争入札実施要

領を制定した。また、職員

に対し事務処理能力の向上

を図るための研修を平成２

２年１２月２１日に実施し

た。さらに、局で平成２３

年２月２日に実施された契

約事務等研修会に協会職員

が参加し、積極的に契約事

務に係る知識の習得等に努

めた。 

局としては、協会内の事

務処理についての総点検を

２日間（平成２２年１２月

１４・１６日）実施し、協

会内で行われる契約事務に

ついて適切に行われるよう

に指導した。 

今後も引き続き契約事

務が適切に行われるよう指

導していく。 

 

福祉保健局

（社会福祉

法人厚生福

祉会） 

 

補助金の返

還を求めるべ

きもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に

要する費用の一部を補助している。 

ところで、この補助金交付状況について見たとこ

ろ、法人は、要綱等に特段の定めがないにもかかわ

らず、２時間延長の補助に係る努力・実績加算項目

について、カードシステムにより管理している延長

保育の時間に、実際に保護者の到着から児童を引き

取るまでの平均的な時間として一律１５分を加え、

努力・実績加算の申請及び実績報告を行ったことか

ら、３４万６，０００円過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２３年３

月１５日に法人より返還さ

れた。 

福祉保健局

（社会福祉

法人砂町友

愛園） 

 

補助金の返

還を求めるべ

きもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に

要する費用の一部を補助している。 

ところで、この補助金交付状況について見たとこ

ろ、法人は、努力・実績加算項目の特別保育事業等

推進加算について、アレルギー児対応とすべき児童

数を誤って算定したことから、５６万６，０００円

が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金に

ついては、平成２３年３月

２２日に法人より返還され

た。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
福祉保健局

（社会福祉

法人あすな

ろ福祉会） 

 

補助金の返

還を求めるべ

きもの 

 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に

要する費用の一部を補助している。 

ところで、この補助金交付状況について見たとこ

ろ、法人は、努力・実績加算項目の延長保育事業（零

歳児の受入れ）について、利用零歳児数を誤って算

定したことから、３４万４，０００円が過大に交付

されている。 

 

過大に交付した補助金に

ついては、平成２３年３月

１８日に法人より返還され

た。 

福祉保健局

（社会福祉

法人あすな

ろ福祉会） 

 

補助金の返

還を求めるべ

きもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に

要する費用の一部を補助している。 

ところで、この補助金交付状況について見たとこ

ろ、法人は、基本補助項目について在籍児童数を、

また、努力・実績加算項目の延長保育事業（零歳児

の受入れ、２・３時間延長）等について、利用児童

数を誤って算定したことから、１９９万５，０００

円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２３年３

月１８日に法人より返還さ

れた。 

福祉保健局

（社会福祉

法人マハヤ

ナ学園） 

 

補助金の返

還を求めるべ

きもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に

要する費用の一部を補助している。 

ところで、この補助金交付状況について見たとこ

ろ、法人は、努力・実績加算項目の保育園拠点活動

支援について、ポイント数を誤って算定したことか

ら、１０万円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２３年３

月１７日に法人より返還さ

れた。 

福祉保健局

（社会福祉

法人聖オデ

ィリアホー

ム） 

 

補助金の返

還を求めるべ

きもの 

局は、社会福祉法人に対して、乳児院の運営に要

する経費の一部を補助している。 

ところで、この補助金交付状況について見たとこ

ろ、法人は、経営改革等推進事業に係る経費等に対

して算定する加算額について、誤って別に設置する

保育園分を含めて算定したことから、保育園分の１

０５万円が重複して過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金に

ついては、平成２３年１月

４日に法人より返還され

た。 

なお、過誤が生じた経営

改革促進費補助は、平成２

０年度で終了している。 

 

福祉保健局

（社会福祉

法人聖母会） 

 

補助金の返

還を求めるべ

きもの 

局は、社会福祉法人に対して、養護老人ホーム等

の運営等に要する費用の一部を補助している。 

ところで、この補助金交付状況について見たとこ

ろ、法人は、努力・実績加算項目のうち、通院同行

加算の加算対象者数を誤って算定したことから、７

万１，０００円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金に

ついては、平成２３年３月

１１日に法人より返還され

た。 

 

福祉保健局

（社会福祉

法人浴風会） 

 

補助金の返

還を求めるべ

きもの 

局は、社会福祉法人に対して、養護老人ホーム等

の運営等に要する費用の一部を補助している。 

ところで、この補助金交付状況について見たとこ

ろ、法人は、努力・実績加算項目のうち、通院同行

加算及び介護予防加算の加算対象者数を誤って算定

したことから、６６万３，０００円が過大に交付さ

れている。 

 

過大に交付した補助金に

ついては、平成２３年３月

１８日に法人より返還され

た。  
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
福祉保健局 補助金の算

定に係る基準

を適切に定め

るべきもの 

局は、軽費老人ホーム（Ａ型及びＢ型）運営費補

助要綱に基づく補助金を、社会福祉法人に対して交

付している。 

この補助金の交付額は、各施設の利用者収入に応

じた基本利用料減免額等の合計額と、総事業費から

その事業に係る収入の合計額を控除した額とを比較

して少ないほうの額を採ることとしているが、差引

額の算出方法について見たところ、将来発生が見込

まれる費用を積み立てる積立預金積立支出を経費と

認めている一方、積立金を取り崩した際に計上され

る積立預金取崩収入については「事業に係る収入」

として計上させていないことが認められた。 

しかしながら、積立金取崩時には、収入が計上さ

れるとともに、人件費や施設整備に係る経費として

実支出額が総事業費にも計上されることから、積立

預金取崩収入は、「事業に係る収入」として計上さ

れるべきである。積立預金取崩収入を「事業に係る

収入」として計上した場合と比較すると、補助金交

付額に差異が生じており、適切でない。 

局は、積立・取崩を行った法人とその他の法人と

の間で、補助金交付額に差異が生じることのないよ

う、基準を明確にし、公正性、公平性を確保する必

要がある。 

 

平成２２年度軽費老人ホ

ーム運営費補助金の実績報

告、平成２３年度軽費老人

ホーム運営費補助金の交付

申請に向けて、補助要綱及

び様式の改正を行い、基準

を定めた。 

 

福祉保健局 

（社会福祉

法人あいの

わ福祉会） 

補助金の返

還を求めるべ

きもの 

局は、社会福祉法人が設置する身体障害者療護施

設等の運営等に要する費用の一部を補助している。 

ところで、この補助金交付状況について見たとこ

ろ、法人は、基本補助項目の障害程度区分Ａ及び努

力・実績加算項目の身体障害者療護施設最重度障害

者加算に係る対象者数を誤って算定したことから、

３９万４，０００円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金に

ついては、平成２２年１２

月２０日に法人より返還さ

れた。 

福祉保健局 

（社会福祉

法人東京光

の家） 

補助金の返

還を求めるべ

きもの 

局は、社会福祉法人が設置する身体障害者療護施

設等の運営等に要する費用の一部を補助している。 

ところで、この補助金交付状況について見たとこ

ろ、法人は、基本補助項目の障害程度区分Ａに係る

対象者数を誤って算定したことから、６４万４，０

００円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金に

ついては、平成２２年１２

月２０日に法人より返還さ

れた。 

福祉保健局

（社会福祉

法人愛隣会） 

 

補助金の返

還を求めるべ

きもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に

要する費用の一部を補助している。 

ところで、この補助金交付状況について見たとこ

ろ、法人は、努力・実績加算項目の延長保育事業（零

歳児の受入れ）に係る利用零歳児数を誤って算定し

たことから、５万２，０００円が過大に交付されて

いる。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２３年３

月１７日に法人より返還さ

れた。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
福祉保健局

（社会福祉

法人からし

だね） 

 

補助金の返

還を求めるべ

きもの 

局は、社会福祉法人に対して、保育所の運営等に

要する費用の一部を補助している。 

ところで、この補助金交付状況について見たとこ

ろ、法人は、基本補助項目の年齢別入所児童数（２

歳児）及び努力・実績加算項目のアレルギー児対応

加算に係る対象者数を誤って算定したことから、２

８万円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金に

ついては、平成２３年３月

１４日に法人より返還され

た。 

福祉保健局 

（社会福祉

法人あいの

わ福祉会） 

補助金の返

還を求めるべ

きもの 

局は、障害者自立支援法に規定する施設に対して、

事業費の一部を補助している。 

ところで、この補助金交付状況について見たとこ

ろ、法人は、その他の収入として計上すべき模擬店

の売上額及び補助対象経費には含むべきではない自

主生産材料費を誤って算定したことから、１８万４，

０００円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金に

ついては、平成２２年１２

月１７日に法人より返還さ

れた。 

福祉保健局 

（社会福祉

法人あいの

わ福祉会） 

補助金の返

還を求めるべ

きもの 

 

局は、障害者自立支援法に規定する施設に対して、

事業費の一部を補助している。 

ところで、この補助金交付状況について見たとこ

ろ、法人は、その他の収入として計上すべき模擬店

の売上額等を誤って算定したことから、２５万４，

０００円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金に

ついては、平成２２年１２

月１７日に法人より返還さ

れた。 

福祉保健局

（社会福祉

法人すみれ

会） 

 

補助金の返

還を求めるべ

きもの 

局は、障害者自立支援法に規定する施設に対して、

事業費の一部を補助している。 

ところで、この補助金交付状況について見たとこ

ろ、法人は、その他の収入として計上すべき模擬店

の売上額及び出店料等を誤って算定したことから、

４１万１，０００円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補助金

については、平成２３年３

月１５日に法人より返還さ

れた。 

産業労働局

（財団法人

東京都中小

企業振興公

社） 

資産計上を

適正に行うべ

きもの 

公社は、企業情報、受発注情報、施策情報等を提

供する中小企業データベースの運営のため、産業労

働局から東京都中小企業データベース運営支援事業

補助金を受けている。 

ところで、資産の管理状況について見たところ、

ウェブ改ざん対策等のため、補助金３３８万４，６

７５円を支出し、バックアップシステム用新規サー

バを導入する等システム改修を行ったにもかかわら

ず、資産計上していないのは、適正でない。 

 

指摘された資産について

は、過去２カ年分の減価償

却費等の計上を行うととも

に償却資産台帳への登録を

行った（平成２２年１２月

１日処理）。 

 

 

 

 

 

 

 



 - 25 -

対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
建設局 

（公益財団

法人東京動

物園協会） 

会計間にお

ける経費負担

を適正に行う

べきもの 

協会の会計は、公益事業を経理する一般会計、公

の施設の管理等を経理する指定管理者事業特別会計

及び園内の売店などの収益事業を経理する事業特別

会計の３会計に区分して、各会計の事業目的に基づ

き経理を行っている。 

恩賜上野動物園では、入園者の案内用にパンフレ

ットを作成し、その経費は、指定管理者事業特別会

計で支出している。 

ところで、パンフレットの一部に、企業の広告が

掲載されており、その収入の全額が収益事業である

事業特別会計に計上されている。 

従って、事業特別会計も応分の経費を負担すべき

であり、印刷経費の全額を指定管理者事業特別会計

で支出しているのは適正でない。 

 

 会計間における経費負担

の適正化については、平成

２２年１１月２６日開催の

「契約制度等改善プロジェ

クトチーム会議」の監査報

告において、指摘内容等に

ついて説明を行った。この

中で、複数の会計が関与す

る案件に関しては、会計間

の経費負担について特に留

意し、適正な経費負担を行

うことを、プロジェクトチ

ームメンバーである各園管

理係長ならびに維持計画係

長を通じて関係部署に周知

徹底した。 

 

都市整備局

（株式会社

多摩ニュー

タウン開発

センター） 

廃棄物処理

委託契約を適

正に締結すべ

きもの 

会社は、所有するビル（パオレ、ガレリア・ユギ）

から排出される廃棄物の処理について、委託契約を

締結しているが、以下のとおり、適正でない点が認

められた。 

（ア）会社は、パオレビル厨房排水処理業務委託契

約において、排出される汚泥の収集運搬及び処

分を委託している。 

この契約の汚水槽清掃に伴って排出される汚

泥は、産業廃棄物に該当し、運搬・処分それぞ

れについて許可業者に委託しなければならない

とされているが、本契約の受託者は、産業廃棄

物の収集運搬業の許可は得ているが、処分業の

許可は得ていない。 

（イ）パオレの廃棄物処理業務委託契約及びガレリ

ア・ユギの一般廃棄物処理業務契約は、一般廃

棄物と産業廃棄物の収集運搬のみの契約となっ

ており、 

① 産業廃棄物の処分契約が締結されていな

い。 

② 処理を委託する廃棄物の種類や数量など必

要な事項が契約書には記載されていない。 

③ 会社は、産業廃棄物の運搬を受託した者に

対し、産業廃棄物管理票（マニフェスト）を

交付していない。 

 

（ア）については、新た

に処分業者と平成２２年１

０月１日付けで契約を締結

した。 

（イ）については、パオ

レについては新たに産業廃

棄物処分等委託契約を平成

２２年１０月２９日付けで

締結した。 

また、ガレリア・ユギに

ついても新たに産業廃棄物

処分等委託契約を平成２２

年１２月１日付けで締結し

た。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
総務局 

（公立大学

法人首都大

学東京） 

契約事務を

適切に行うべ

きもの 

法人は、公立大学法人首都大学東京契約事務規程

において、予定価格が５０万円以上３００万円未満

の随意契約は３人以上の者から見積書を徴すること

とし、予定価格が５０万円未満の場合は、単数の見

積書を徴することにより契約を行うことができると

している。また、資金前渡による支払については、

東京都会計事務規則を準用することとしている。 

ところで、法人における契約状況について見たと

ころ、以下のような不適切な事例が認められた。 

① 天井扇等の購入に当たり、天井扇本体とリモコ

ンを、別契約で購入する理由はないにもかかわら

ず、予定価格５０万円未満として契約を分割し、

同一業者から見積りを徴取し、購入している。 

② 会議テーブル等及び椅子の購入に当たり、会議

テーブル等と椅子を、別契約で購入する理由はな

いにもかかわらず、予定価格５０万円未満として

契約を分割し、同一業者から見積りを徴取し、購

入している。 

③ 実験器具の購入に当たり、起案と契約を同じ日

に行っており、まとめて契約が可能であるにもか

かわらず、予定価格５０万円未満として契約を分

割し、同一業者から見積りを徴取し、購入してい

る。 

④ 調査質問票を回収するための料金受取人払の郵

便料金の支払について、振込による代金支払を都

の資金前渡処理に準じて行ったとしているが、資

金前渡に係る起案決定が行われておらず、契約手

続きにより支払が行われている。 

 

平成２３年１月１３日

に理事長から全教職員に対

して注意喚起文を送付し、

同月２５日には、首都大学

東京教育研究審議会におい

て、学長から注意喚起を行

い、各部局に対して通知文

を送付した。 

事務職員に対しては、同

月１４日に会計担当係長会

を開催し、指摘事項につい

て周知・注意喚起を行うと

ともに、再発防止を図るた

めに設置した会計担当者連

絡会においても、改めて事

務担当者に分割発注等契約

手続き及び資金前渡に関す

る注意喚起を行った。 

 

総務局 

（公立大学

法人首都大

学東京） 

契約事務を

適切に行うべ

きもの 

法人が行った物品購入に関する契約事務について

見たところ、業者から提出された請求書において、

請求日が記載されていないにもかかわらず、当該請

求書を収受して契約代金を支出している事例が、多

数認められた。 

平成２３年１月１３日

に理事長から全教職員に対

して注意喚起文を送付し、

同月２５日には、首都大学

東京教育研究審議会におい

て、学長から注意喚起を行

い、各部局に対して通知文

を送付した。 

事務職員に対しては、同

月１４日に会計担当係長会

を開催し、指摘事項につい

て周知・注意喚起を行うと

ともに、再発防止を図るた

めに設置した会計担当者連

絡会においても、改めて支

払事務担当者に請求日付を

記入した請求書の取得を徹

底した。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
総務局 

（公立大学

法人首都大

学東京） 

研究費の

立替払に係

る事務処理

を適切に行

うべきもの 

法人は、原則３万円未満までの研究費の支出について

は、特例的に教員による立替払を認め、具体的な取扱に

ついては、「会計の手引き」及び「研究費の取扱いにつ

いて（平成２１年度改定版）」を定めている。 

ところで、立替払について見たところ、 

① 「会計の手引き」では、立替払により物品を購入し

た場合には、検査員が購入日から１０日以内に適正に

納品されているかを検査することとしているが、健康

福祉学部及び産業技術大学院大学において、購入日か

ら大幅に遅れて検査を行っている事例が多数認めら

れた。 

② 「研究費の取扱いについて（平成２１年度改定版）」

では、立替払を行った場合の精算期日について、速や

かに処理を行う必要があるとしているが、立替払日か

ら精算までに半年以上かかっているなど、精算が大幅

に遅れている事例が多数認められた。 

 

平成２３年１月１３日

に理事長から全教職員に

対して注意喚起文を送付

し、首都大学東京及び産業

技術大学院大学の教育研

究審議会において、各々学

長から注意喚起を行った。

事務職員に対しては、

同月１４日に会計担当係

長会を開催し、指摘事項に

ついて周知・注意喚起を行

うとともに、再発防止を図

るために設置した会計担

当者連絡会においても、改

めて事務担当者に立替払

の精算遅延について注意

喚起を行った。 

 

総務局 

（公立大学

法人首都大

学東京） 

金券類に

係る事務の

チェック体

制を整備す

べきもの 

法人では、調査研究への協力に対する謝礼として、被

験者や協力機関に金券類を渡す場合があるが、金券類に

係る事務について、チェック体制が十分に措置されてい

るとはいえない、以下のような事例が認められた。 

① 健康福祉学部では、調査研究の一環として行った聞

取調査に際し、謝礼として商品券（ＱＵＯカード）を

２６万円分購入している。調査員である学部の教員が

１人で、２６の医療機関等に対する聞取調査を行い、

謝礼として１団体当たり１万円分の商品券を渡した

としているが、その事実を確認できる書面等が一切な

く、学部事務室の職員もその事実を確認していない。 

② 健康福祉学部では、作業療法学科の教員が、体力測

定実験の被検者として参加した２０名に対して、研究

費により購入した３，０００円のバス共通カード（合

計６万円）を謝礼として渡している。 

ところで、参加者に渡した事実を確認できる書面等

について見たところ、謝礼を渡した教員自身の「参加

者に謝礼として１名につき３，０００円のバスカード

を確かに渡しました」という文章と署名のみであり、

受領者の署名押印や第三者による確認などが行われ

ていない。 

金券類に係る事務の見

直しを行い、事務職員が受

領者の署名押印や支払証

明等で確認を行うチェッ

ク体制を徹底し、それに基

づき事務処理を行ってい

る。 

総務局 

（公立大学

法人首都大

学東京） 

工作物を

固定資産台

帳に登録

し、適正に

管理すべき

もの 

法人は、平成２０年４月に都から日野キャンパス及び

東京都立産業技術高等専門学校高専品川キャンパスの

敷地と校舎等建物について追加出資を受けるとともに、

敷地内の工作物６６件の無償譲与を受けている。 

ところで法人は、有形固定資産の範囲を、取得価額が

５０万円以上の資産で１年以上使用が予定されている

ものと定め、取得した場合は速やかに固定資産台帳に登

録することとし、寄附及び出資による場合の取得価額

は、時価等を基準とした公正な評価額としている。 

しかしながら、２件の工作物が、固定資産台帳に登録

すべきであるにもかかわらず、登録がされていない。 

平成２３年２月１８日

に固定資産台帳に登録し

た。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
総務局 

（公立大学

法人首都大

学東京） 

工業用水道

の契約を見直

すべきもの 

法人の東京都立産業技術高等専門学校（高専荒

川キャンパス）では、便所洗浄用水として雨水を

貯溜した用水を使用しているが、この貯溜水が不

足した場合に使用するとして工業用水道の供給

契約を締結している。 

その工業用水道の使用状況について見たとこ

ろ、平成２１年度は年間を通じて１月だけであ

り、その使用水量は４０㎥、平成２０年度も１月

だけで、２６㎥に止まり、基本料金のみを支払う

状況となっている。 

このように、使用水量が著しく少ない状況が常

態化しているのであれば、工業用水道で給水する

のではなく、上水で対応するのがはるかに経済的

であると認められる。 

 

法人から水道局へ工業用水

道の使用中止依頼を行い、平成

２３年３月３１日に工業用水

道の使用を停止した。 

 

都市整備局

（首都高速

道路株式会

社） 

昼夜区分の

設計変更を適

正に行うべき

もの 

構造物補修工事１９－１－１は、１号羽田線の

損傷した土留壁構造部に腹起材やグランドアン

カーを設置し安全性の向上を図るものである。 

このうち、腹起材設置工の施工区分について見

ると、設計では、モノレールと近接した作業等と

なるため、夜間施工としている。 

しかしながら、モノレール事業者との詳細な協

議・検討により、腹起材搬入などの一部の作業を

除き、昼間でも安全に施工が可能であることか

ら、昼間で施工しているにもかかわらず、夜間施

工から昼間施工への設計変更がなされていない。

このため、積算額約４１９万円が過大なものと

なっている。 

 

指摘趣旨については、平成

２２年１１月１１日付事務連

絡「施工協議の結果等に基づく

変更設計の積算について（注

意）」を発行するとともに、平

成２２年１１月１５日から同

月２６日までに計８回開催し

た会議「平成２２年度工事品質

向上キャラバン」において設計

関係者に周知し、再発防止を図

った。 

今後も同様に設計関係者が

集まる機会をとらえて周知し、

再発防止を指導していく。 

指摘額においては請負者と

協議を行い、平成２２年１２月

２７日付で全額の返還を完了

した。 

  

※ 工事品質向上キャラバン 

本社の技術部、品質管理室、

保全・交通部の職員及び担当役

員が現場の設計担当者らに対

して工事品質向上を図るため

の説明及び指導をする会議 
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〔平成２２年各会計定例監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
福祉保健局 検査資材等

の購入に係る

契約手続きを

適正に行うべ

きもの 

健康安全研究センター多摩支所において、食

品衛生分野の試験・検査等に使用する検査資材

等の購入契約のうち、１９件全てにおいて、実

際の納品日が購入契約締結日以前となっている

ことが認められた。これは、支出負担行為等の

正規の手続きを行わないまま、契約の相手方に

納品させ、その後に契約を締結して支払事務を

行っているものであり、適正でない。 

また、支所は、契約の相手方になろうとする

者から適切に見積書を徴収のうえ、随意契約を

締結したとしているが、それら見積書を確認し

たところ、全てにおいて、Ａ、Ｂ、Ｃの３社の

みから徴収し、その結果、Ａを採用している。 

しかしながら、本件検査資材等については、

上記３社以外の業者においても取扱いが可能で

あり、これらの契約における履行の確認及び支

出に係る契約手続が、適正でないことを加味す

ると、見積書の徴収においても、契約の競争性、

公平性が損なわれた状況となっている。 

 

研究部門からの購入請求の

時期について、随時から毎週、

定期的に行うことへと見直し

たことに加え、業者選定や納入

等の契約手続が適切に進行し

ているかについて、契約部門職

員相互の確認を強化した。 

研究部門職員に対しては、検

査資材の在庫管理を適切に行

い、至急に調達しなければなら

ない事態を避けるよう、平成２

２年５月の業務連絡会で徹底

するとともに、同年７月には支

所全職員あてに通知し、周知を

図った。 

業者の選定に当たっては、セ

ンターや都全体の入札実施状

況等も参考に、特定の業者に偏

らず、広く選定を行うよう、従

来の３社から８社へと改善し

た。 

契約手続きの適正化を図る

ため、検査資材の年間使用状況

を検証し、使用頻度の高い薬品

について平成２２年度に単価

契約を導入した。 

 

産業労働局 要綱等に基

づき材料品及

び生産品の取

扱いを適正に

行うよう指導

すべきもの 

雇用就業部が所管する各職業能力開発センタ

ーでは、職業訓練の成果を発表するため、毎年１

１月に技能祭を開催し、生徒が実習で製作した作

品を生産品として展示・販売している。 

この生産品の取扱いについては、「東京都物品

管理規則」、「産業労働局における職業訓練の実習

に係る材料品及び生産品の取扱要綱」、及び「都

立技術専門校及び東京障害者職業能力開発校の

訓練実習に伴う生産品に係る契約事務手続要綱」

に基づき行うこととしているが、取扱いの実態に

ついて見たところ、材料品・生産品があるにもか

かわらず、出納簿を備えていない事例が認められ

た。 

部は、要綱等に基づき、材料品及び生産品の取

扱いを適正に行うよう指導されたい。 

 

平成２２年１０月１３日に

定例監査結果等について各所

属長あてに通知を行った。その

際、今回指摘を受けた各職業能

力開発センター・校について

は、平成２１年度まで遡って材

料品・生産品出納簿を備え付け

るように指導し、その改善内容

については確認済である。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
建設局 リース契約

において適正

な数量の借入

を行うべきも

の 

総務部では、都の事務用情報通信ネットワーク

のために借り入れるネットワーク機器について、

組織改変及び故障時における機器交換等のため、

所要台数のほかに予備機器１１５台を借り入れ

ている。 

しかしながら、組織改変については、発生時に

対応すべきであり、故障時については、代替機の

設置を保守要件として契約していることから、こ

れらを理由として予備機器を借り入れているこ

とは適正でない。この結果、３３１万余円が、不

経済支出となっている。 

 

予備機器本体を解約した場

合、追加の賠償金を支払わなく

てはならないことから、予備機

器の保守契約のみを解約する

契約変更の手続を行った。 

具体的には、平成２３年３月

３日付で受託業者から承諾書

を受領し、平成２３年４月より

予備機器分の保守料金相当額

についてリース料金を減額す

る契約変更を行った。 

 

教育庁 授業料の未

納管理を適切

に行うべきも

の 

淵江高等学校では、平成２１年度の授業料の長

期滞納者２０人に対し、納入期ごとの督促を文書

で行っておらず、数回分をまとめて督促又は年度

末に一時に督促していた。 

また、納入計画書等を適切に提出させておら

ず、１５人については納入計画書がなかった。納

入計画書の提出があった５人についても、納期ご

との納入の確認や督促が行われていなかった。 

 

淵江高等学校は、継続的に督

促を行った結果、当該の生徒か

ら納入確約を受けることがで

き、その後の個別状況について

も継続して管理している。 

また、平成２２年１１月に開

催した授業料事務担当者対象

の授業料事務説明会で、授業料

の未納については適時に督促

を行うべきこと、納入確約書の

提出を求めるとともに、提出後

についても追跡して納入を促

していく旨、全都立高校に周知

徹底した。 

 

教育庁 授業料の未

納管理を適切

に行うべきも

の 

大泉桜高等学校では、平成２１年度に、２人

の生徒について、授業料の未納を理由とした退

学処分を行っている。退学処分に当たり、未納

となっていた授業料については免除している。 

しかしながら、学校は、積立金の残額がある

にもかかわらず、充当のための交渉をせず全額

返金している。 

また、そのうち生徒１人については、平成２

１年７月に、平成２１年度前期分の授業料とし

て５万７，６００円が、口座振替により引き落

とされている。この授業料は、本来、そのまま

当該期分の授業料として収入すべきであるが、

授業料の未納があるにもかかわらず、当該生徒

の保護者に依頼されたことにより還付してい

る。 

 

都立学校教育部は、大泉桜高

等学校に対して、処分退学にお

いても、まずは積立金の残高の

有無を確認し、残高がある場合

には未納授業料への充当を提

案し、充当承諾書の提出を受け

られた場合には充当し、なお未

納となっている授業料につい

てのみ免除するよう指導した。

また、授業料の還付は過誤納

があったときのみ行うもので

あり、保護者の求めに応じて安

易に還付することのないよう

指導した。 

平成２２年１１月に開催し

た授業料事務担当者対象の授

業料事務説明会において、監査

指摘事項をもとに積立金から

の充当及び還付の適正な処理

について全都立高等学校に周

知徹底した。  
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 生徒の校外

学習等に関す

る交通費の支

給について基

準を定めるべ

きもの 

都立学校教育部では、生徒の校外実習等に係
る工業拠点校実習交通費及び都民広場花壇植栽
作業交通費を公費で負担することとし、資金前渡
により支給しているが、各学校における交通費の
支給事務について見たところ、交通費の算出方法
や精算手続について統一性がなく、算出方法につ
いては公平性を欠き、精算手続については、生徒
の領収を確認できる書類を添付している学校と、
添付していない学校が存在する状況となってい
る。 

これは、部が、交通費の算出方法や精算手続
について基準を定めていないためである。 

 

生徒交通費の算出方法、精算

手続について基準を定め、平成

２３年３月８日付２２教学高

第２１１０号「校外実習等に係

る生徒交通費の支出方法につ

いて（通知）」により関係都立

高等学校長あて通知した。 

教育庁 商業高等学

校間ネットワ

ークの活用状

況について把

握すべきもの

 

都立商業高等学校９校をネットワークで接続

する商業高等学校間ネットワークについて、赤羽

商業高等学校では、平成２１年度に商業高等学校

間ネットワークを接続後、既存の校内ネットワー

クに不具合が生じたことから、原因調査のため商

業高等学校間ネットワークを遮断しており、平成

２１年度中はほぼ商業高等学校間ネットワーク

が使用できない状態だった。 

しかしながら、都立学校教育部には、こうした

状況は伝わっておらず、対応を学校任せにした結

果ほぼ一年にわたって商業高等学校間ネットワ

ークを活用できない状態となっていたことは適

切でない。部は、商業高等学校間ネットワークの

活用状況および不都合の発生状況を把握された

い。 

 

平成２３年１月よりネット

ワーク運用保守体制の見直し

を行い、保守委託業者から毎月

１０日までに、前月分の「商業

センターシステム障害対応レ

ポート」及び「利用状況報告書」

の提出を受け、活用状況の把握

及びネットワーク運用に当た

っての不具合の迅速な把握体

制の構築を行った。 

また、商業高等学校間ネット

ワーク連絡会の際に各商業高

校の活用状況を資料や口頭で

報告を受け、授業での利用実態

を把握している。 

教育庁 積立金の執

行に関する指

導を徹底すべ

きもの 

都立学校教育部は、積立金からの支出に際して

は、学校徴収金事務取扱規程で「支出承認書」に

よることと定めているが、本様式は、会計上の支

払いを決定する様式にとどまり、購入の意思決定

を行える様式となっていない。 

また、積立金会計事務に関する事務手引等によ

り、発注を行うより前に、購入の意思決定を行う

よう事務フローについて各学校を指導している

ものの徹底されておらず、各学校において、発注

前に行うべき手続きが省略され、納品後に、納品

書を添付した「支出承認書」による事案の意思決

定を行っている状況が認められた。 

部は、積立金の執行に係る意思決定様式の変更

を図るとともに、各学校の処理について指導を徹

底されたい。 

 

学校徴収金に関する指導内

容の周知徹底を図るため、平成

２３年２月から庁内ネットワ

ークに学校徴収金事務掲示板

の運用を開始し、過去の通知や

手引・参考資料を体系的に参照

可能とした。 

事務手引については、平成２

３年３月に改訂を行い、改訂後

の事務手引に基づき、適正な事

務処理を行うよう周知徹底し

た。 
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〔平成２１年度決算審査（各会計歳入歳出）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
青少年・治安

対策本部 

公有財産 

について 

＜無体財産 

権＞ 

 

無体財産権１件（動く防犯の眼の著作権）が登

載漏れとなっている。 

平成２２年１０月２９日に

公有財産増減異動通知書によ

り会計管理者に通知した。 

 

福祉保健局 公有財産 

について 

＜無体財産 

権＞ 

 

無体財産権２件（マスコットキャラクター図形

ほか１件の商標権）が登載漏れとなっている。 

平成２２年１０月２８日に

公有財産増減異動通知書によ

り会計管理者に通知した。 

 

産業労働局 公有財産 

について 

＜無体財産 

権＞ 

 

無体財産権１件（ポケット労働法２００９の著

作権）が登載漏れとなっている。 

 

平成２２年１０月２９日に

公有財産増減異動通知書によ

り会計管理者に通知した。 

 

教育庁 会計処理に

ついて 

（款）使用料及手数料（項）使用料（目）教育使

用料にかかる収入未済額及び還付未済金が５，５

６０円過小に計上されている。 

平成２２年度歳出還付に要

する予算配付を受け、平成２３

年３月２８日に還付の支出を

行った。 

 

 

 

 

〔平成２１年度決算審査（公営企業各会計）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
病院経営本

部 

医業未収金

を適正に計上

すべきもの 

病院経営本部は、平成２１年度決算において、

医業未収金を計上しているが、この医業未収金に

は、閉院した病院及び公社に移管した病院に係る

都立病院時のものも含まれている。 

ところで、本部が引き受けている旧都立病院の

医業未収金のうち、社会保険診療報酬支払基金等

に対する未収金について見たところ６，４１７万

２，２３９円が過大に未収金額として計上されて

いることが認められた。 

これは、母子保健院の閉院時及び大久保病院の

公社移管時に、医事会計システムとの調整やレセ

プトの整理を行ったところ判明した財務会計シ

ステムの計上誤りによるものである。 

 

不一致発生経過等の精査を

行ったうえで、６，４１７万２，

２３９円について医業未収金

から特別損失への会計仕分を

平成２３年２月１８日に実施

し、財務会計システムに計上さ

れていた未収金額について減

額修正した。 
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〔平成２１年行政監査（都立学校の経営について）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 現金出納簿

の作成目的を

明らかにすべ

きもの 

都立学校教育部が作成した「学校徴収金等事務

手引」を見ると、現金出納簿の作成目的は、「金

銭の出し入れを正確に把握し、保護者や他の関係

者の疑惑を招くことのないよう」作成するものと

している。 

本来、現金出納簿は、現金・預金のあるべき金

額（以下「理論値」という。）を常時明らかにし

ておくために作成する帳簿であり、領収書など収

支を証する書類に基づき、記帳する必要がある。

しかしながら、これを行わないため、理論値と

現金有り高の突合ができず、最終的に差異が発生

して、補てんしている事例が見受けられた。これ

は、学校が、現金管理上の理論値を得るという現

金出納簿の目的を理解せず、作成を省略したこと

によるものである。 

部は、事務手引に、現金出納簿の作成目的を適

切に記載し、適切な指導を行われたい。 

平成２２年４月１４日付２

２教学高第９６号「学校徴収金

の取扱いについて（通知）」で

現金出納簿は、現金・預金のあ

るべき金額を常時明らかにし

ておくために作成する帳簿で

あること等を通知するととも

に、平成２２年４月１６日に学

事担当者悉皆の授業料・学校徴

収金事務説明会を実施し周

知・徹底した。 

また、学校徴収金に関する

指導内容の周知徹底を図るた

め、平成２３年２月から庁内ネ

ットワークに学校徴収金事務

掲示板の運用を開始し、過去の

通知や手引・参考資料を体系的

に参照可能とした。事務手引に

ついては、平成２３年３月に改

訂を行い、改訂後の事務手引に

基づき、適正な事務処理を行う

よう周知徹底した。 

 

教育庁 現金出納簿

の記載内容を

改善すべきも

の 

学校徴収金の残高管理については、現金有り

高、預金残高のそれぞれについて、理論値と有り

高とを突合する必要がある。理論値を得るために

は、現金出納簿についても、現金残高、預金残高、

合計残高を記載する様式とし、口座への収入、口

座振替のみならず、現金での受領、口座への預け

入れ、口座からの引き出し、現金の支給または払

い込みについても現金出納簿に正確に記載する

必要がある。 

しかしながら、各学校において現金出納簿を正

確に記載せず、また残高照合をしていない事例が

見受けられた。そこで、「事務手引」を見ると、

現金欄を設け、現金を取り扱う場合には必ず記帳

することを記載していない。 

部は、事務手引に、現金出納簿に記載すべき事

項を適切に記載し、適切な指導を行われたい。 

平成２２年４月１４日付２

２教学高第９６号「学校徴収金

の取扱いについて（通知）」で

現金出納簿に記載すべき事項

について通知するとともに、平

成２２年４月１６日に学事担

当者悉皆の授業料・学校徴収金

事務説明会を実施し周知・徹底

した。 

また、学校徴収金に関する

指導内容の周知徹底を図るた

め、平成２３年２月から庁内ネ

ットワークに学校徴収金事務

掲示板の運用を開始し、過去の

通知や手引・参考資料を体系的

に参照可能とした。事務手引に

ついては、平成２３年３月に改

訂を行い、改訂後の事務手引に

基づき、適正な事務処理を行う

よう周知徹底した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 収入管理・

督促を効率的

に行うべきも

の 

学校は、授業料及び学校徴収金の徴収に当た

り、速やかに生徒毎に収入・未収の状況を把握し、

未収の場合、督促状を送付する必要があるが、各

学校における収入管理・督促について、適時に未

収状況を把握していない事例や適時に適切な督

促をしていない事例が認められた。 

また、授業料は授業料等徴収システムを使用し

て収入・未収の管理を行っているが、生徒からは

授業料だけでなく、学校徴収金も徴収しているた

め、未収管理の段階から授業料と学校徴収金を合

わせて取り扱うことが効率的である。しかし、授

業料等徴収システムの督促状出力では、柔軟な文

案の変更ができず学校徴収金とあわせて督促で

きないため、手作業で督促状の作成を行ってい

る。 

データベースソフトウェアまたは表計算ソフ

トウェアによる授業料と学校徴収金との共通の

未納一覧を自動的に作成するとともに、督促状の

自動作成を行う方法を検討し、各学校にファイル

を配布するなどして、学校における未納管理の負

荷の軽減及び事務処理手順の標準化を図る必要

がある。 

 

平成２２年４月から授業料

の不徴収制度が開始したこと

に伴い、徴収対象者が大幅減と

なったことも踏まえ、未収管理

及び督促の改善を目的とした

授業料システムの改修は行わ

ない。 

システム改修に代えて、学校

徴収金については、個人別収支

管理ツールに督促状の作成機

能等を追加することにより、ツ

ールの活用を通じた事務処理

手順の標準化及び未納管理の

負荷の軽減を図るとともに、平

成２３年２月に学校徴収金事

務の研修を実施するなど、事務

効率化の方法を周知徹底した。

 

教育庁 個人別管理

表への転記を

適切に管理す

べきもの 

学校は、学校徴収金の支払に当たり、支出承認

書を作成するとともに、支出金額を現金出納簿に

記帳し、個人別管理表に生徒ごとの支出額を転記

して個人別の収支管理を行うが、各学校におい

て、個人別管理表への転記誤り、まとめ転記によ

る、転・退学者への返還遅れ、返還誤りが見受け

られた。 

システム導入による統制が実現するまでの間、

①支出承認書の意思決定時における個人別管理

表への転記の徹底、②学校内での相互牽制・進行

管理、が必要となる。 

経営企画室長、校長は、支出承認に当たり、必

ず個人別管理表を確認し、転記及び残高不足の生

徒がいる場合には執行を止めるなど、適切な指導

を行う必要がある。 

都立学校教育部は、支出承認書に個人別管理表

への転記の確認印欄を設け、室長及び校長に押印

させるとともに、支出承認への個人別管理表の添

付を徹底させるなど事務処理手順を改められた

い。 

 

学校徴収金の執行における

個人別管理表を利用した個人

別支出管理、残高不足の生徒の

執行停止及び管理職による事

前意思決定の徹底について、平

成２２年４月１４日付２２教

学高第９６号「学校徴収金の取

扱いについて（通知）」にて通

知するとともに、平成２２年４

月１６日に学事担当者悉皆の

授業料・学校徴収金事務説明会

を実施し周知・徹底した。 

学校徴収金に関する指導内

容の周知徹底を図るため、平成

２３年２月から庁内ネットワ

ーク上に学校徴収金事務掲示

板の運用を開始し、過去の通知

や手引・参考資料を体系的に参

照可能とした。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 学校徴収金

の管理体制を

見直すべきも

の 

赤羽商業高等学校は、平成１９年度における

転・退学者について精算を誤り、過大に返還して

いる。 

これは、学校が、①収入・支出を行うに当たり、

個人別収入額と支出額を記録していないこと、②

支出管理を教員のみで行っており、経営企画室と

の相互牽制が機能していない状況で、事後承認・

立替払を行っているため、支払が遅れているこ

と、によるものである。 

学校は、個人別管理を収入・支出の都度、正確

に行い、また、事後承認・立替払を行わないよう

支出管理を経営企画室が行うなどして、学校徴収

金を適切に管理されたい。 

都立学校教育部は学校において、担当教員と経

営企画室等との相互牽制を行うよう、指導された

い。 

学校徴収金の適切な収支管

理について、平成２２年４月１

４日付２２教学高第９６号「学

校徴収金の取扱いについて（通

知）」にて通知するとともに、

平成２２年４月１６日に学事

担当者悉皆の授業料・学校徴収

金事務説明会を実施し周知・徹

底した。 

平成２３年３月現在、学校で

は、個人別管理表による収支管

理を行っている。また、経営企

画室は収支の都度、内容の確認

を行うとともに、毎月の現金出

納簿の確認時には、通帳・個人

別管理表・現金出納簿の残高照

合を実施することによって、管

理を実施している。 

 

教育庁 生徒個人別

の支出管理を

徹底すべきも

の 

各学校では、学校徴収金の残高が不足してい

る生徒が多数見受けられたほか、残高が不足し

たまま退学している生徒が見受けられた。 

これは、学校徴収金の個人別残高が不足して

いても教材の購入等を行っていること、個人別

管理表による管理が適切でないこと、経営企画

室と教員の連携が不足していること、などによ

るものである。 

各学校は、教員と経営企画室とが十分連携の

上、積立金を未納の生徒から徴収するとともに、

不足が発生する前に教材の購入・給食の喫食を

停止するよう徹底する等の対応が必要である。 

都立学校教育部は、生徒個人別の支出管理を

徹底するよう各学校に指導されたい。 

 

生徒個人別の支出管理の徹

底について、平成２２年４月１

４日付２２教学高第９６号に

て通知するとともに、平成２２

年４月１６日に学事担当者悉

皆の授業料・学校徴収金事務説

明会を実施し周知・徹底した。

また、学校徴収金に関する指

導内容の周知徹底を図るため、

平成２３年２月から庁内ネッ

トワークに学校徴収金事務掲

示板の運用を開始し、過去の通

知や手引・参考資料を体系的に

参照可能とした。 

 

教育庁 適正な用途

に限定して学

校徴収金を用

いるべきもの

各学校では、学校の本来の業務に必要な物品等

（成績送付用郵券、進路指導用郵券）、生徒個人

に利益が帰属しない物品等（受験情報誌）を、学

校徴収金により購入しており、適正でない。 

都立学校教育部は、各学校が適正な用途に限定

して学校徴収金を支出するよう指導されたい。 

 

公費・私費負担区分につい

て、平成２２年４月１４日付２

２教学高第９６号「学校徴収金

の取扱いについて（通知）」に

て通知するとともに、平成２２

年４月１６日に学事担当者悉

皆の授業料・学校徴収金事務説

明会を実施し周知・徹底した。

また、学校徴収金に関する

指導内容の周知徹底を図るた

め、平成２３年２月から庁内ネ

ットワークに学校徴収金事務

掲示板の運用を開始し、過去の

通知や手引・参考資料を体系的

に参照可能とした。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 速やかに

転・退学者へ

の返還を行う

べきもの 

各学校において、転・退学者に対し学校徴収金

の返還が遅れている事例が多数見受けられた。 

転・退学許可後、事務の遅れにより、返還のた

めの精算が遅れているのであるから、転・退学許

可を起案する際に、必ず、転・退学者にかかる個

人別管理表及び授業料・学校徴収金にかかる収入

管理帳票を添付し、経営企画室長と校長が確認す

るよう、事務処理手順を改める必要がある。 

都立学校教育部は、転・退学者にかかる授業料

及び学校徴収金の確認について、適切な事務処理

手順を定め、学校を指導されたい。 

転・退学者にかかる授業料

及び学校徴収金の確認及び速

やかな精算・還付の徹底につい

て、平成２２年４月１４日付２

２教学高第９６号「学校徴収金

の取扱いについて（通知）」に

て通知するとともに、平成２２

年４月１６日に学事担当者悉

皆の授業料・学校徴収金事務説

明会を実施し周知・徹底した。

学校徴収金に関する指導内

容の周知徹底を図るため、平成

２３年２月から庁内ネットワ

ーク上に学校徴収金事務掲示

板の運用を開始し、過去の通知

や手引・参考資料を体系的に参

照可能とした。 

 

教育庁 処分退学者

の学校徴収金

の残額を未納

授業料に充当

すべきもの 

授業料未納により退学処分となった者につい

ては、通常、授業料を免除しているが、学校徴収

金に残額がある場合には、生徒等の充当承認のも

と、残額を授業料に充当した上で、残った未納授

業料を免除すべきであるが、各学校はこれを行っ

ておらず、適切でない。 

都立学校教育部は、授業料未納により退学処分

となった者について、学校徴収金の残額を未納授

業料に充当するよう、学校を指導されたい。 

授業料未納による退学処分

を行った際には、未納授業料を

免除する前に学校徴収金残額

からの充当を、必ず検討するこ

とについて、平成２２年４月１

４日付２２教学高第９６号「学

校徴収金の取扱いについて（通

知）」にて通知するとともに、

平成２２年４月１６日に学事

担当者悉皆の授業料・学校徴収

金事務説明会を実施し周知・徹

底した。 

また、学校徴収金に関する

指導内容の周知徹底を図るた

め、平成２３年２月から庁内ネ

ットワーク上に学校徴収金事

務掲示板の運用を開始し、過去

の通知や手引・参考資料を体系

的に参照可能とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 37 -

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 学校徴収金

管理システム

の構築を検討

すべきもの 

学校徴収金の管理について、①事務処理手順が

適切に構築・標準化されていないために正確さを

欠いている、②進行管理方法が考慮されていない

ために事務が遅れている、③事務処理を手作業で

行っているため事務の負担が極めて大きい、こと

が認められた。 

都立学校教育部は、①事務処理の誤りの防止、

②進行管理の実施、③事務の効率化の観点から、

学校徴収金の経理事務用ソフトウェアを作成し

配布する必要がある。 

部は、学校徴収金にかかる事務処理を管理でき

るシステムの構築を検討されたい。 

 

学校徴収金の管理における

事務処理の誤り・遅延防止の

ための組織的な取組みについ

ては、平成２２年４月１４日

付２２教学高第９６号「学校

徴収金の取扱いについて（通

知）」にて通知するとともに、

平成２２年４月１６日に学事

担当者悉皆の授業料・学校徴

収金事務説明会を実施し周

知・徹底した。 

事務の効率化については、

個人別収支管理ツールとして

個人別精算書・決算書作成機

能のついた個人別管理表の様

式を庁内ネットワーク掲示板

に掲載し、上記説明会にて周

知した。さらに、効率的に文

書を作成する方法等について

平成２３年２月１６日・１７

日に研修を行い、効率化を促

進した。今後も庁内ネットワ

ーク掲示板に研修資料を掲載

し、説明会等での継続的な周

知を通して効率的な事務取扱

の徹底を図っていく。 

 

教育庁 麻しんにか

かる受益者負

担経費を適正

に管理すべき

もの 

都立学校教育部は、平成１９年度に、麻しん
（はしか）が大流行したため、未り患、未接種
の児童・生徒及び教職員に対して予防接種を実
施し、受益者負担の原則の考え方から、各校長
が生徒等からワクチン代を徴収し、ワクチン等
納入業者に支払っている。 
しかしながら、学校徴収金と同様の管理をさ

せず、簿外で各学校に徴収・支出をさせており、
適正でない。 
部は、受益者負担にかかる経費を学校徴収金

に準じて適正に管理されたい。 
 

受益者負担に係る経費の取

扱に関して、学校徴収金に準じ

た事務処理手順により処理す

るよう「感染症等緊急対応にお

ける保護者等受益者負担に係

る経費の適正な処理について

（通知）」（平成２３年３月２

９日付２２教学健康第９２６

号）にて、都立学校長あてに通

知した。 

 

教育庁 

 

 

転学にかか

る実態を把握

するべきもの

副申書で転学の理由及び中途退学の理由を見

ると、転学と退学では、そこに至る経過や事情に

相違が認められない。学校をやめる時点で、転学

先が決まっていれば転学、決まっていなければ退

学となっている。 

教育庁では高等学校における中途退学者につ

いて統計をとっているが、転学者については統計

しておらず、指導部においても実態を把握してい

ない。 

 

全都立高校を対象に実施し

た、学校経営調査において、転

学者に関して、（１）転学者の

数、（２）転学の理由・原因、

（３）転学先、を新たな項目と

して設け実態把握を行った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 転・退学に

至った根本的

な原因を把握

し効果的な

転・退学対策

を行うべきも

の 

転・退学の発生原因を解消するための指導が効

果なく、転・退学となる場合には、転・退学とな

った生徒の情報から、転・退学に至った根本的な

原因を把握することにより、その原因が発生しな

いよう、学校運営のあり方などを検討することが

でき、また、指導の内容と結果を検証することに

より、生徒指導の技術・方法を改善する方策が判

明するのであるから、学校は、問題点の把握と指

導を行ったことがわかるよう、副申書を作成する

必要がある。 

しかしながら、担任教員が作成している副申書

では、原因の把握、指導の検証ともにできない状

態である。 

指導部及び各学校は、転・退学に至った根本的

な原因と、これに対する指導の詳細を記録・分析

し、都立高等学校における効果的な転・退学対策

を行われたい。 

 

平成２２年７月に転・退学に

至った原因を把握するために

調査を実施し「不本意入学や学

業不振により転学する者が多

い」ことなど、文部科学省の問

題行動調査と同様の傾向であ

ることが確認された。 

また、平成２３年２月に中途

退学者の多い学校に提出を求

めた「中途退学防止改善計画書

及び中途退学防止進捗状況報

告書」を分析することにより、

スクールカウンセラーの配置

や活用方法に課題があること

が判明した。 

そこで、都立高等学校におけ

る効果的な転・退学対策とし

て、スクールカウンセラーの配

置方法を見直したほか、スクー

ルカウンセラーの活用による

教育相談体制の充実、組織的な

相談体制の取組を行うよう指

導している。 

 

教育庁 カウンセリ

ング事業の考

え方を整理す

べきもの 

指導部は、学校におけるカウンセリングとし
て、①指導部が配置するスクールカウンセラー、
②教育相談センターが定期的に派遣するアドバ
イザリースタッフ、③教育相談センターが必要
時に派遣するアドバイザリースタッフ、の２事
業３タイプを実施しているが、スクールカウン
セラーの配置と、アドバイザリースタッフの定
期派遣の業務内容は、ほぼ同じである。 

本来、カウンセリングの必要性の最も多い学
校にスクールカウンセラーを配置し、常時配置
をしない学校、またはスクールカウンセラーの
配置が済んで相談体制が確立している学校にア
ドバイザリースタッフの定期派遣を行うべきと
ころである。 

しかしながら、部は、それぞれの事業の役割
を明確に区分することなく、カウンセリングに
かかる事業を行っており、適切ではない。学校
におけるカウンセリング事業にかかる全体的な
考え方を整理されたい。 

 

平成２２年４月に、「スク

ールカウンセラー活用ガイド

ライン」や「アドバイザリース

タッフの派遣事業について（通

知）」を学校に発出して、定期

カウンセリングをスクールカ

ウンセラーが、随時カウンセリ

ングをアドバイザリースタッ

フが担うこととして、両者の違

いを明確に示した。 

また、校長連絡会、副校長

連絡会等を通して、アドバイザ

リースタッフの定期派遣を行

わないことなど、スクールカウ

ンセラー及びアドバイザリー

スタッフを活用した相談体制

の確立について説明し、周知を

図った。 

平成２２年度はアドバイザ

リースタッフの定期派遣は行

っていない。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 スクールカ

ウンセラーの

配置校の選定

方法を改める

べきもの 

指導部は、スクールカウンセラーの配置校を

選定するに当たり、主に、中途退学者の人数及

び発生率を必要性の判断基準として配置校を選

定している。 

しかしながら、転学に至る原因と中途退学者

が退学に至る原因には差異がない場合が多いた

め、中途退学者のみによって必要性を判断する

ことは適切でない。 

また、スクールカウンセラー活用事業の主な

目的は、教育相談体制の確立であるから、スク

ールカウンセラーを効果的に活用できる教育相

談体制を確立できるかの評価を行わないまま、

配置校を選定することは適切でない。 

部は、転・退学の原因を分析するとともに、

教育相談体制の現状を確認・評価する選定方法

に改められたい。 

 

平成２３年度のスクールカ

ウンセラーの配置校の選定に

ついては、中途退学数、不登校

数、転学数等を判断基準とし、

配置を希望する学校に対して、

「教育相談体制の現状や教育

相談に関する研修の受講状況」

等の調査を行うとともに、新た

な配置基準（改訂版）を策定し、

効果的に活用できる教育相談

体制の確立を図った。 

 

教育庁 スクールカ

ウンセラーを

活用すべきも

の 

スクールカウンセラーが配置されている学校

において、転・退学者のうちカウンセリングを

受けているかについて見たところ、各学校につ

き年１～２例となっている。 

本来、スクールカウンセラーは、長期欠席・

問題行動に有効であるとして、開始した事業で

ある。カウンセリングは、学校生活・学業不適

応による中途退学者には効果がある可能性があ

るから、学校は、カウンセリングを受けるよう

勧める必要がある。 

指導部は、転・退学者対策の一環として、カ

ウンセラーの活用を推進されたい。 

 

 平成２３年２月に中途退学

者の多い学校を対象に、スクー

ルカウンセラーの活用の検討

状況を示した「中途退学防止改

善計画書」、改善状況の確認を

するための「中途退学防止進捗

状況報告書」を提出させ、スク

ールカウンセラーの活用によ

る教育相談体制の充実を図っ

た。 

 

教育庁 生徒へのカ

ウンセリング

を行うべきも

の 

野津田高等学校では、平成２０年度スクー

ルカウンセラーの相談実績報告によると、対

象者別相談回数は、生徒３２回、保護者８回、

教員１３３回と、教員に対する相談が他を大

幅に上回っている状況が見受けられた。この

原因について、学校は、平成１９年度までの

スクールカウンセラーはもっぱら教員を対象

とした相談を行っており、平成２０年度に現

在のスクールカウンセラーが派遣されるよう

になってからは、生徒等に対する相談も受け

付けることになったが、生徒への周知が遅れ

たため、相談件数が少ない結果になったとし

ている。 

しかしながら、平成２０年度だけで６６名

の退学者があるなど、生徒におけるスクール

カウンセラーの相談ニーズが想定される以

上、生徒に向けたスクールカウンセラーを活

用した相談体制を検討されたい。 

 

平成２２年３月にスクール

カウンセラーによる相談窓口

を生徒に周知し、活用を促し

た。 

また、平成２２年度、学校経

営計画に基づき、副校長を中心

とした教育相談委員を選定し

た。教育相談委員会は毎月開催

し、気になる生徒の情報交換及

び情報の共有化を図り、不安定

な生徒の把握、ケア等を継続的

に実施するなど、組織的な相談

体制として機能している状況

である。 

また、必要に応じて、教育相

談センターやスクールカウン

セラーのアドバイスを得なが

ら生徒へのアンケート調査や

個人面談を行った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 適切なカ

ウンセリン

グ室を整備

すべきもの 

世田谷泉高等学校は、スクールカウンセラーによ

るカウンセリングを、旧生徒会室を利用して実施し

ている。 

しかしながら、カウンセリングを受けている生徒

と、カウンセリング待ちの生徒とが、同一室内にお

り、衝立上部は空いていることから、相談内容が他

の者に聞かれてしまう状態である。 

学校は、カウンセリングの秘匿性を考慮し、カウ

ンセリング室そのものが他の空間と仕切られたも

のとなるよう、改善されたい。 

 

教室等の改修については、予

算上の制約により、部分破損、

危険防止、老朽対策等が優先さ

れるため、当該相談室の改修は

困難な状態である。 

従って、秘匿性の確保につい

ては、カウンセリングの内容が

外に漏れないよう相談体制の

運用の見直しを行った。 

具体的には、カウンセリング

の時間が重ならないよう予約

表により相談時間帯の調整を

行っているほか、カウンセリン

グの順番を待つ利用者のため

に、同階にある保護者控室を利

用している。 

今後とも、組織的な相談体制

のもと、チャレンジスクールに

相応しいカウンセリングを継

続実施していく。 

教育庁 高等学校

における特

別支援教育

を実施すべ

きもの 

指導部は、平成２０年度からＬＤ（学習障害）、

ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）など発達障害によ

る特別な支援を要する生徒に対して、学校としての

組織的支援を行うため、実態把握や支援方策の検討

等を行う特別支援教育に関する委員会を設置した。

また、教員の中から特別支援教育コーディネーター

を課程ごとに指名し、コーディネーターは、委員会

の推進役や校内、各関係機関との連絡調整、教職員

の特別支援教育に関する理解や協力を図るなどの

役割を担うこととしている。 

しかしながら、特別支援教育が必要な状態である

にもかかわらず委員会及びコーディネーターが活

動していない、対象となる生徒がいるか把握してい

ない、養成研修の内容について教員にフィードバッ

クしているに留まっている、などコーディネーター

及び委員会が機能していない状況が見受けられた。

ところで、世田谷泉高等学校は、国の発達障害支

援モデル事業の指定校として、平成１７年度からコ

ーディネーターを指名しており、平成２０年度報告

書により具体的な役割を報告しているほか、発達障

害の専門的知識を有する専門家を配置しており、コ

ーディネーターは、情報の集約と専門家、外部機関

との調整を行っている。 

指導部は、世田谷泉高等学校におけるコーディネ

ーター及び委員会の活動状況をモデルケースとす

ることにより、高等学校に在籍する発達障害が疑わ

れる生徒に対し、必要な特別支援教育を行えるよ

う、コーディネーター及び委員会の業務の実施方法

を検討し、学校を指導されたい。 

東京都特別支援教育推進計

画「第三次実施計画」（平成２

２年１１月）に基づき、特別支

援教育相談の体制整備や特別

支援教育コーディネーターの

設置・育成を進めるために、学

校への通知やパンフレットの

配布、研究協議会における実態

把握など「障害のある生徒一人

一人の教育ニーズ」に応じた適

切な教育的支援を行う特別支

援教育の推進に取り組んでい

る。各学校に対しては、生徒の

個別情報を、特別支援教育コー

ディネーターを中心とした校

内委員会を中心に集約するこ

とにより、障害のある生徒の把

握及び対応を行うよう指導し

た。 

また、国の特別支援教育総合

推進事業を都立足立東高等学

校が受託し、世田谷泉高等学校

の実践を踏まえ発達障害のあ

る生徒への具体的な支援の方

策等の研究を行った。特別支援

教育コーディネーターや校内

委員会の役割など、研究の成果

について、研究発表会や報告書

等の配布により、周知・徹底を

図った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 システム

導入を検討

すべきもの 

高等学校の学校図書館のうち、約５０％に図書館

管理システムが導入されていない。このため、①生

徒別の管理データがないため、学年、クラス、生徒

個人の未読率が容易には出せない、②どの本がよく

貸し出され読まれたかという集計は事実上不可能

である、③蔵書点検の作業効率が極めて低い、④新

規購入図書の導入手順について効率がよくない、

等、図書資料の管理、業務管理等に様々な課題を抱

えている。 

図書館管理システムは、導入費用を考慮したとし

ても、生徒の未読率の把握により未読率低減のため

の方策の考案や、効率的な蔵書点検、貸出業務等の

効果が見込めるものであることから、指導部は、図

書館管理システムの導入を検討すべきである。 

 

図書館管理システム導入の

検討の結果、学校図書館の蔵書

管理、貸出・返却、統計、蔵書

検索等が行うことができる環

境を整備するため、平成２３～

２４年度の２年間で全都立高

校統一の電子情報機器、図書館

管理ソフト、書誌データ目録を

配備することとし、各学校に通

知した。 

 

教育庁 ＰＣＬＬ

教室の整備

を柔軟に行

うべきもの 

各学校におけるＰＣＬＬ教室の利用状況を見た

ところ、 

① ＰＣＬＬ教室を利用した英語科の授業を行っ

ておらず、英語教材ソフトウェアを利用していない

② ＰＣＬＬ教室を利用した情報科の授業を行っ

ておらず、情報科関係のソフトウェアを利用してい

ない 

学校が存在する。 

これは、ＰＣＬＬ教室１教室整備するという方針

のもと、必要性に関係なく、ＰＣ教室及びＬＬ教室

として機能するのに必要なソフトウェアを導入し

ていることによるものである。 

都立学校教育部は、各学校のカリキュラムや教育

方法に合わせた構成にすることができる柔軟な整

備を認めるよう基準を改められたい。 

 

学習指導要領では、外国語・

情報各１科目を必修と定め、外

国語科ではＬＬ・コンピュータ

等の指導への活用、情報科では

コンピュータ等を活用した実

習を一定時間以上行うこと等

を定めている。 

都立学校教育部は、ＰＣＬＬ

教室の整備に当たり、両科目の

授業を学習指導要領に基づい

た適切な授業とするため、各校

の教育課程に即した内容のソ

フトウェアを各校で柔軟に選

定するよう指導した。あわせ

て、指摘該当校に対しては選定

したソフトを活用し適切に授

業を実施するよう指導した。 
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〔平成２１年行政監査（東京港臨海地域における公の施設の管理運営について）〕 

 

対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
港湾局 

（日本野鳥

の会グルー

プ） 

サービスの

向上及び利用

促進について

一層積極的に

取り組むべき

もの 

東京港野鳥公園の指定管理者は、事業計画書に

おいて、来園者から寄せられる要望・苦情の分析、

顧客満足度調査、利用アンケート等を通じて都民

等の広範なニーズを把握・反映し、公園の魅力や

サービス水準を高めるために、積極的な取組を行

うとしている。 

ところで、当該公園の利用促進の取組状況につ

いて見たところ、次のような問題点が認められ

た。 

ア 当該公園はリピーターが多く（年に複数回来

園する利用者が５９％）、利用者満足度調査に

おいても季節ごとの展示内容変更の要望があ

ることから、展示内容の拡充が求められるが、

環境学習に関する情報提供の場である企画展

示室（ネイチャーセンター）が、利用客の多い

時期には展示がされていないなど活用されて

いない。 

イ 団体用環境学習プログラムを用意するなど

学校教育での利用に力を入れているが、小学校

による利用状況は、地元区以外の区市町村の小

学校の利用が低調であることなどから、教員な

ど指導者向けの「自然体験講座」を実施し他の

区市町村における学校等による利用の拡大を

図っているものの、参加数が少ない。 

ウ 当該公園はリピーターが多く、利用者満足度

調査においても、年間定期券及び回数券の要望

があるが、サービスの向上及び利用促進の方策

の一つとして、こうした入場料割引制度を導入

した場合の効果等についての分析・検討を行っ

ていない。 

このため、①展示内容の拡充、②教育委員会を

通じた広報・普及、③入園料割引制度を導入した

場合の効果の分析を行うなど、サービスの向上及

び利用促進について、更なる取組が必要である。

 

ア ４月末の連休から９月初

旬の間に、公園内の野鳥や自

然を紹介する展示を２回、北

海道の生物多様性を紹介す

る写真展を１回、合計３回の

展示を実施した。 

イ 地元区以外の区市町村の

小学校の利用が低調である

ため、「自然体験講座」と同

様に教員など指導者向けの

「ガンカモティーチャーズ

ガイド講習会」を開催するこ

ととし、地元区以外の協力を

得られた教育委員会等を通

じて広報・普及を実施した。

また、サービスの向上及び

利用促進として、東京都環境

局計画課の鳥獣保護担当に

紹介を受け、都内３区１１市

１村の２８の愛鳥モデル校

等に対しても広報・普及を実

施した。 

ウ 年間パスポートをすでに

導入している東京都建設局

公園緑地部に導入経緯を聴

き、また、利用者ニーズを把

握するためにアンケート調

査を行うとともに、入園料割

引制度を導入した場合の効

果について、分析検討を行っ

た。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
港湾局 中止した提

案事業の代替

案等の提案を

求めるべきも

の 

指定管理者は、指定管理者選定時に提案した事

業計画書に基づく年間業務実施計画書を作成し、

都の承認を得なければならず、年間業務実施計画

書を変更する場合も同様とするとしている。 

また、管理状況及び企画提案内容の取組状況等

の業務実施報告書を作成し、都に提出しなければ

ならないとしている。 

ところで、年間業務計画書及び年度業務実施報

告書について見たところ、次のような問題点が認

められた。 

ア 晴海客船ターミナルについて、指定管理者

は、平成１８年度年間業務実施計画書におい

て、自主事業として、レストランスペースをス

タジオ・ライブスペースに転換して活用すると

していたが、平成１９年３月に実施を見送り、

局は、これを承認している。その後、平成１９

年度及び平成２０年度の計画及び実績は、レス

トランスペースを有効活用するための情報収

集及び検討にとどまっている。 

イ 晴海、有明、青海及び竹芝客船ターミナルに

ついて、指定管理者は、平成１８年度年間業務

実施計画書において、インターネットを利用し

た撮影許可申請及び使用料の都への振込みを

実施し、利用者の利便性向上を図るとしていた

が、平成１９年３月に実施を見送り、局は、こ

れを承認している。その後、平成１９年度及び

平成２０年度の年間業務実施計画書では、これ

について、新たな取組は記載されていない。 

使用料については、指定管理者が利用者から

振込みを受けた後に都へ納付することで、当初

目的が達せられる状況であるにもかかわらず、

検討がなされていない。  

これらは、サービスの向上のために提案された

事業であり、これらが実施されないことは、当該

指定管理者によるサービスの向上が図られない

状況となるため、局は、その代替となるような取

組を指定管理者に提案させるべきである。 

局は、指定管理者に対して、中止した提案事業

の代替案等の提案を求められたい。 

 

ア レストランスペースの活

用事業について 

指定管理者から中止した

事業の代替案が提案され、こ

れを受けレストランスペー

スの一般使用ができるよう

「客船ターミナル施設管理

運営方針」を改正（２３年４

月１日実施）し、代替案が実

施できるようになった。 

また、指定管理期間が２３

年３月３１日で満了となる

ため、新たな指定管理者から

提出された事業計画に基づ

き、レストランスペースの有

効活用に向け取り組んでい

る。 

イ 電子申請・事前振込につい

 て 

再度利用者のヒアリング

等を実施し意向を確認した

が、前回同様電子申請や事前

振込みの希望者はなかった。

また、撮影では天候により当

日中止となることが多く、事

前振込みを実施し都に納付

した場合還付処理が煩雑に

なるなど、現時点では利用者

サービスの改善に資するも

のと認められないことから、

指定管理者と東京港管理事

務所ふ頭運営課とで検討し

た結果、現行の申請・徴収方

式を継続するものとする。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
港湾局 

 

指定管理業

務の委託料に

係る「緊急対

応等経費」の

取扱いを適切

に行うべきも

の 

指定管理者の業務内容及び基準を定めた各公

園の管理運営方針において、施設維持管理につい

ては、指定管理者は、１件当たりの予定金額が３

０万円未満の施設修繕を行うこととなっており、

その他、都との協議により施設補修・修繕等を行

う場合があるとしている。 

一方、局は、指定管理者制度による海上公園の

管理に当たって、災害時等の緊急対応業務や安全

性・利便性等の確保が必要な補修業務等に対処す

るため、公園ごとに「緊急対応等経費」の額を定

め、公募時に指定管理者に対して提示し、事業計

画書に計上させている。 

「緊急対応等経費」の執行に当たっては、「緊

急対応等経費執行要領」により、経費の使途等を

次のとおり定めている。 

＜経費使途＞ 

① 台風、大雨、大雪等によって生じた被害等

に対する一次的緊急対応 

② 利用者の安全性や利便性等を確保するう

えで必要となる補修工事等（ただし、１件あ

たり３０万円未満のものを除く。） 

＜経費の総額、執行上の留意点＞ 

① 年間に執行する緊急対応等経費の総額は、

公募時に都が提示した額とし、全額執行とす

ること。 

② 指定管理者は、公園ごとに執行計画書を作

成し、年度当初に、都の承認をうるとともに、

執行に当たっては、適宜、都と協議すること。

このため、台風、大雨、大雪等によって生じた

被害等に対する一次的緊急対応だけではなく、本

来局が行うべき大規模修繕等についても、局は、

指定管理者に、指定管理業務の対価として支払わ

れる委託料により執行させており、適切でないも

のとなっている。 

 

平成２３年４月１日から適

用となる「緊急対応（応急措 

置）経費執行要領」において、

局が行うべき大規模修繕を規

定した。 
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〔平成２１年財政援助団体等監査〕 

 

対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
都市整備局

（株式会社

東京スタジ

アム） 

財産に係る

帰属につい

て、都と協定

を締結し、明

確な取扱いを

すべきもの 

株式会社東京スタジアム（以下「会社」という。）

は、メインスタジアム、セカンドフィールド及び

商業施設を都から借り受け、施設や広告スペース

等の貸し出しを行うことにより収益を得て、運営

されており、これらの施設における経年変化に伴

う改修や、経営上の観点からの設備の増設は、会

社が行っている。 

しかしながら、会社が改修等により取得した財

産の帰属について、都と会社との間で明確な基準

がない。 

都及び会社は、会社が取得した財産の帰属に

ついて、速やかに都と協定を締結し、明確な取扱

いをされたい。 

 

会社が取得した財産の帰属

について、適切な帰属のあり方

と具体的な手続の方法を東京

都と会社で協議した結果、平成

２３年１月２８日付けで「貸付

物件（建物及び工作物）に係る

財産の帰属に関する協定書」を

締結した。 

福祉保健局

（社会福祉

法人東京都

社会福祉事

業団） 

 

積立金を安

全かつ効率的

に運用すべき

もの 

事業団は、各積立金をペイオフ対策として全額

が保護される無利子の決済性預金で管理してい

るが、各施設の平成２０年度末現在の積立残高は

約５千万円から１億余円となっており、２年間で

一度も取り崩していない施設もあることから、適

切に運用すれば一定の利子収入が見込まれる。 

このことについて、局は、平成１６年度包括外

部監査における意見に基づいて、事業団の管理す

る全ての普通預金口座を決済性預金口座に移管

したためとしているが、当該意見では、決済性口

座への移管だけを求めているのではなく、経営健

全性の高い金融機関への変更、安全性の高い債券

等での運用を含めた安全かつ効率的な資金運用

を求めているのであり、安全性ばかりを重視し

て、積立金の全額を無利子の預金で管理している

ことは適切でない。 

一方、年度協定では、積立金は指定管理料とは

別の預金口座を設けて管理するものとし、これに

より利子収入が生じた場合、速やかに都に納付し

なければならないと定めており、事業団が運用す

るメリットはない。 

年度協定の利子収入に関する規定を変更し、積

立金の利子収入を指定管理業務に活用できるよ

うにすれば、管理運営の更なる向上が期待でき

る。 

事業団は、積立金を安全かつ効率的に運用され

たい。 

局は、積立金を適切に運用できるよう協定を見

直すとともに、事業団に対し積立金を安全かつ効

率的に運用するよう適切に指導されたい。 

 

局は、指定管理者による管

理運営の更なる向上を図るた

め、積立金から生じた利子につ

いては、指定管理業務に活用で

きるよう、平成２２年度協定か

ら見直しを行った。 

事業団は、積立金の安全か

つ効率的な運用方法について

検討した結果、各施設の積立金

を事務局で一括して管理する

こととし、定期預金による運用

を開始した。 

 



 - 46 -

〔平成２１年各会計定例監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
財務局 債権管理台

帳を整備すべ

きもの 

東京都債権管理条例施行規則第５条では、債権

を適正に管理するため、債権額、債権の発生及び

徴収に係る履歴（債権の発生日、納付日、時効起

算日、交渉経緯）等を記載した債権管理台帳を整

備することとしているが、財産運用部は、これら

の情報を一元的に把握できる台帳を整備してい

ない。 

これについて、部は、必要な情報については、

部が管理している「土地バンクシステム」からの

出力リスト等によって把握できるとしているが、

このリスト等には、時効起算日の記載が無く、交

渉経緯の記載もほとんどない。また、１債権ごと

に債権管理のための情報を掌握するためには、シ

ステムの画面や複数のリスト等を突合させなけ

ればならず、現行の方法では台帳としての機能を

果たしているとはいえない。 

 

「土地バンク電算システム

プログラム一部改修業務委

託」において、「債権管理台

帳」に、適切な債権管理に必

要な債権額、債権の発生等の

情報が出力できるよう、機能

を追加した。 

 

福祉保健局 単数見積に

よる随意契約

を適切に行う

べきもの 

東京都契約事務規則第３４条では、随意契約に

よろうとするときは、なるべく二人以上の者から

見積書を徴さなければならないとされている。な

お、財務局長通知では、随意契約のうち予定価格

が３０万円未満の契約については単数の見積書

を徴取するのみで差し支えないが、単数見積処理

を行うために、安易に契約を分けるなどの扱いは

慎むこととされている。 

生活福祉部では、各倉庫の自家用電気工作物定

期点検保守委託契約について、予定金額が３０万

円を越える１件を除いて、全てを単数見積による

随意契約としていることが認められた。部は、契

約相手方は長年にわたって受託しており、機器の

状況等について熟知しているためとしているが、

各倉庫における定期点検の項目は同じであり、有

資格者であれば誰でも受託できる業務であるこ

とから、例えば倉庫の所在地域ごとの契約にまと

めることで、競争見積とすべきである。 

 

平成２３年度の契約締結に

当たり、契約形態の検証を行

った結果、全８倉庫一括して

の定期点検保守委託として、

競争見積によって契約するこ

ととした。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 督促を行

い、延滞金の

徴収を行うべ

きもの 

 「東京都立学校の授業料等徴収条例」及び「東

京都立学校の授業料等徴収条例施行規則」には、

授業料を納期までに納付しない者に対する延滞

金を課さない旨の定めがないことから、本来、「東

京都分担金等に係る督促及び滞納処分並びに延

滞金に関する条例」（以下「分担金条例」という。）

に基づき、納期までに納付しなかった者に、「東

京都分担金等の督促及び滞納処分に係る事務手

続等に関する規則（以下「規則」という。）に定

める様式の督促状を送付し、年１４．６％の延滞

金を徴するべきである。 

しかしながら、都立学校教育部は、規則が定め

る様式の督促状を送付することとしておらず、延

滞金を徴していない。 

部は、督促状を送付し、延滞金を徴収するなど、

分担金条例の定めにより、徴収事務を適正に行わ

れたい。 

 

平成２２年４月からの授業

料不徴収制度の開始により、授

業料徴収対象者が激減してい

る状態を踏まえ、着実な徴収を

行うとともに、未納の防止に向

けた管理の強化を図るよう、各

学校の担当者に指導を行った。

 

教育庁 工事店など

を競争により

決定するよう

維持管理事務

の委託内容を

改めるべきも

の 

都立学校教育部は、維持管理事務委託仕様書

により、東京都住宅供給公社に「都立学校工事店

制度」により施工者を登録させることとし、公社

では、学校の修繕に必要な工種と単価を定めて、

工事店と単価により契約を締結（以下「単価契約

工事」という。）している。単価契約工事は、学

校で修繕を必要とする場合に、公社が学校から修

繕依頼を受けて、工事店に指示して修繕を行わせ

たのち、修繕に使用した工種と数量により修繕金

額を定めて工事店に支払うものである。 

ところで、維持管理事務委託は、都が行うべ

き修繕業務にかかる発注、契約、施行管理、履行

確認、修繕費の支払いなどの事務を公社に行わせ

るものであるから、単価契約工事の契約の相手方

となる工事店の選定及び金額の決定については、

地方自治法の契約にかかる定めに準じて行わせ、

経済性、透明性、公平性の確保を図る必要がある。

 

単価表については、公社は毎

年見直しを行っており、その見

直しに当たり、経済性、透明性、

公平性が確保されるよう見直

し方法や内容が適切であるか

確認することとした。工事店の

選定については、公社による恣

意的な選定が行われないよう

選定結果の報告を都度受ける

こととした。 

 



 - 48 -

〔平成２０年財政援助団体等監査〕 

 

対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
教育庁 

（財団法人

東京都スポ

ーツ文化事

業団） 

指定管理業

務にかかる経

理区分を適正

に行うととも

に、事業報告

書等の検証を

適切に行うべ

きもの 

教育庁は、事業団を指定管理者として、埋

蔵文化財調査センターの管理運営を行わせ

ているが、事業団から提出された事業報告書

等を検証したところ、次のとおり問題点が認

められた。  

ア 基本協定において、指定管理業務と自主

事業との経理を年度ごとに明確に区分し

なければならないとされているが、事業団

は、自主事業に係る支出を指定管理業務に

係る支出として経理しているなど、経理区

分を適正に行っていない。 

イ 指定管理業務の収支状況決算書は、諸経

費の内容及び計上方法が不明である、実際

に管理運営に要した経費が把握できない、

など、収支状況が確認できない状況となっ

ている。 

事業団は、指定管理業務に係る経理区分を

適正に行われたい。 

庁は、事業団に対して、指定管理業務に係

る経理区分を適正に行うよう指導するとと

もに、事業報告書等の検証を適切に行われた

い。  

 

 指定管理業務と自主事業との経

理区分について、平成２０年１２月

に行った指定管理者業務に係る実

地検査において、指定管理業務と自

主事業の経理の区分を明確にし、適

正に処理するよう指導した。 

指定管理業務における諸経費に

ついて、平成２３年度以降事業団は

以下ア及びイのとおり計上方法を

定めて金額を算出し、庁はこの計上

方法が適正であることを確認した。

ア 事業団の本社経費（事業団事務

局の法人運営経費）の費用を、体

育施設及び埋蔵文化財調査セン

ター（以下「センター」という。）

の「指定管理料経費負担人数」の

割合により按分する。 

イ センターに係る諸経費は、必

要経費から基本財産利息収入を

差し引いた額を、「指定管理料経

費負担人数の割合」（事業団全体

人数：４５名、センター分：４

名）で按分して算出している。 

 

都市整備局 共用地占拠

の是正を速や

かにおこなわ

せるべきもの 

局は、都営住宅及び共同施設の適正な使用

の確保に関する業務を、「不適正事例に係る

事務の取扱について」（以下「通知」という。）

により、指定管理者である東京都住宅供給公

社に行わせている。 

菜園耕作は、通知における共用地占拠に該

当し、指導、是正すべき事例であり、立川窓

口センターにおいて巡回管理人は、敷地内に

許可なく菜園を設けている事例を発見して

いる。 

しかしながら、公社は、団地の掲示板に「菜

園は禁止である」旨の張り紙をするにとどま

っており、菜園を設けた者に対する具体的な

指導及び是正に必要な処理を行っていない。

これは、局が菜園耕作など共用地占拠を発

見した時の具体的な是正方法を定めず、公社

に対して具体的な指示をしていないことに

よるものである。 

局は、許可なく都営住宅敷地を占拠する者

に対して速やかに指導・是正を行えるよう適

切な事務処理手順を定め、適正化を推進され

たい。 

 

平成２２年３月末に策定した事

務処理手順に従い、現地調査、調査

票の作成、自治会役員等に対する口

頭指導、禁止ポスターの掲示などを

適切に行っており、さらに一部の菜

園耕作を是正したところである。 

また、自主的な原状回復に応じな

い団地については、自治会役員等に

対する期限を定めた文書の送付や

禁止の立て札設置など改善を求め

ており、適正利用の推進に引き続き

取り組んでいる。 
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〔平成２０年各会計定例監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
都市整備局 滞納整理事

務を適切に行

うべきもの 

都営住宅経営部は、部が管理する滞納債権につ

いて、滞納者の状況や催告の経緯を記録し、この

情報に基づいて適時、的確に滞納整理事務を行う

必要があるが、部は適切な滞納整理事務を行って

いない。 

これは、滞納整理に係る事務処理手順、催告の

経緯等を記録しておく滞納管理票等の様式、記録

すべき内容などを定めていないことなどによる

ものである。 

部は、滞納整理に係る事務処理手順等を定め、

滞納債権の管理を適切に行われたい。 

 

 滞納債権については、平成２

２年２月１日に部内及び事務

所に周知した事務処理手順に

基づき債権台帳の整備を行い、

督促、催告、不納欠損など、適

切な債権管理を実施している。

 

都市整備局 事業用空き

家を適切に管

理すべきもの

都営住宅経営部は、団地の建替、改装の期間中

に、入居者を他の団地に移転させなければならな

いため、移転先として空き家（以下「事業用空き

家」という。）を確保している。 

建て替えを継続的に進めていくためには、常に

一定数の事業用空き家が必要となることから、部

は、移転を円滑に進めるため、建替戸数の１．５

倍程度の事業用空き家を新築住宅を中心に確保

している。一方、都営住宅を有効に活用するため

には、新築住宅を事業用空き家として確保する期

間、戸数が必要最小限となるよう留意する必要が

ある。 

通常、事業用空き家を確保してから入居までに

かかる期間を考慮すれば、新築後３年程度確保し

ていくことはやむを得ないものの、３年以上未入

居のままとなっている新築の事業用空き家が４

７８戸認められた。 

部は、新築未入居の状態が長期間継続しないよ

う事業用空き家を適切に管理されたい。 

 

新築事業用住宅については、

建替え後の住宅を中心に確保

することから、長期間保有し続

けることは好ましくないため、

入居計画調整会議に加え毎月

開催する建替え事業の進行管

理において、特に３年以上未入

居の住宅については重点的に

管理を行った。その結果、平成

２２年１１月末現在の事業用

空き家は１４１戸となってい

る。 

また、現在保有している住宅

についても、移転先として活用

し、今後とも、適切な管理に努

めていく。 
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〔平成１９年行政監査（指定管理者制度による公の施設の管理について）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
港湾局 海上公園と

海上公園駐車

場を一体的に

管理させるこ

とを検討すべ

きもの 

局は、海上公園の有料駐車場（以下「海上公

園駐車場」という。）の管理運営については、

指定管理者（海上公園管理者）の管理業務とせ

ず、別途、管理許可を行っている。 

また、海上公園駐車場として造られた施設の一

部については、海上公園駐車場管理者に対して管

理許可しており、管理許可の対象となっていない

部分については、使用する必要がある都度、臨時

駐車場として、占用許可をすることとしている。

これらの海上公園駐車場のうち、管理許可の

対象となっていない範囲の管理状況について見

たところ、管理許可部分と同様に駐車場として

使用できる状態となっており、海上公園駐車場

管理者が、占用許可を受けることなく使用して

いた。 

このように占用許可が適切に行われていない

状況は、海上公園の管理と海上公園駐車場の管

理とを、一体的に行うことにより改善されるも

のであると考えられる。 

局は、指定管理者に、海上公園と海上公園駐

車場を一体的に管理させることを検討された

い。 

 

指定管理者には、公園の指定

管理にかかる基本協定に、駐車

場管理許可受者には、駐車場の

管理許可書に、それぞれ、公園

と駐車場の利用に支障が生じ

ないよう相互が十分な連携す

る旨を規定した。 

また、相互の具体的な連携事

項を定め、遵守するよう通知し

た。 
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